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平成２２年度業務実績評価調書：独立行政法人都市再生機構

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定）

評定理由 意見項 目 評定結果

中期計画 平成２２年度計画

Ⅰ国民に対して提供するサービス Ⅰ国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関す その他の業務の質の向上に関す

る目標を達成するためとるべき る目標を達成するためとるべき

措置 措置

公の政策目的に資する都市再生 公の政策目的に資する都市再生1 1
の推進 の推進

(１)都市再生プロジェクト等の国 (１)都市再生プロジェクト等の国 Ａ 環状２号線新橋～虎ノ門周辺地区（都

家的プロジェクトへの取組 家的プロジェクトへの取組 市再生プロジェクト（第十三次決定）「

・「国有地の戦略的な活用による ・同左 国際金融拠点機能の強化に向けた都市再

都市拠点形成」、「密集市街地 生の推進」）など２４件のコーディネー

の緊急整備」、「大都市圏にお トを行うとともに、連鎖型都市再生によ

ける都市環境インフラの再生」 る国際ビジネス拠点の再構築を行ってい

等の都市再生プロジェクトをは る大手町一丁目第２地区（都市再生プロ

じ め とし た 、21世紀 の我が国 ジェクト（第五次決定）「大手町合同庁

の経済基盤等の確立に必要不可 舎跡地の活用による国際ビジネス拠点の

欠な国家的プロジェクトに積極 再生」）など２１件の基礎的条件整備を

的に関与し、その実現に向けた 着実に実施している。

取組を行う。

上記のとおり、都市再生プロジェクト

等の国家的プロジェクトに積極的に関与

し、その実現に向けて着実な実施状況に

あると認められる。

(２)社会経済情勢の変化に対応し (２)社会経済情勢の変化に対応し Ａ ターミナル駅周辺における公民連携に

た都市構造への転換 た都市構造への転換 よる都市再生の実現を目指す渋谷駅街区

・大都市等においては、都市の拠 ・同左 地区、低炭素社会実現に向けた先駆的な

点における道路や駅前広場等都 取組を進める「環境モデル都市」に認定

市基盤施設の不足、大規模工場 された北九州市において「ゼロ・カーボ

跡地等の低未利用地の未活用、 ン先進街区」の形成を目指す城野地区な

連続立体交差等広域インフラの ど１２７件のコーディネートを行うとと

未整備等の課題を抱えている。 もに、基盤施設の整備等を含む土地利用
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これらの課題に対処し、社会経 転換を行った渡辺通駅北地区など６０件

済情勢の変化に対応した都市構 の基礎的条件整備を着実に実施している

造への転換を図るため、都心タ 。

ーミナル駅や業務機能等が集積 上記のとおり、社会経済情勢の変化に

した都市拠点の更新・高度化、 対応した都市構造への転換に向けて着実

大規模工場跡地等の土地利用転 な実施状況にあると認められる。

換等による地域拠点の形成及び

広域インフラ整備と連携した市

街地整備等の取組を行う。

(３)地方都市等の中心市街地の活 (３ )地 方 都 市 等 の 中 心 市 街 地 の Ａ 門前町としての景観整備により再活性 コーディネートの成果を検証す

性化等の地域活性化 活性化等の地域活性化 化を目指す敦賀市中心市街地地区など６ る 仕組みを確立しておく必要があ

・地方都市や大都市圏の近郊都市 ・同左 ９件のコーディネートを行うとともに、 る 。検証の結果、成果が十分でな

において、集約型都市構造への 和歌山県内初の市街地再開発事業である い ようであれば、地方都市等の中

転換という政策課題を踏まえた けやき大通り地区等７件の基礎的条件整 心 市街地に居住機能を組み入れて

中心市街地の賑わいの創出など 備に適切に取り組んでいる。 い くための新たな対応を考える必

地域の実情に応じた個性的なま 要もあるのではないか。

ちづくりの実現等が重要な政策 上記のとおり、地方都市等の中心市街

課題となっている。このため、 地の活性化等の地域活性化について着実

地方公共団体等と連携しつつ、 な実施状況にあると認められる。

地域全体の面的な活性化を図る

コーディネート等を通じて、中

心市街地活性化に資するまちな

か居住の推進や公益施設等の誘

導、都市の顔となる拠点形成及

び歴史・文化資源等の地域の特

性を活かしたまちづくり支援等

の取組を行い、地域活性化を図

る。

(４)防災性向上や環境改善による (４)防災性向上や環境改善による Ａ

安全・安心なまちづくり 安全・安心なまちづくり

・密集市街地等の防災対策の推進 ・同左

や良好な住宅市街地の形成が必

要な区域において、都市の防災

性の向上や環境の改善を図るた

め、コーディネートをはじめと

した必要な取組を行う。
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①密集市街地の整備改善のための ①密集市街地の整備改善のための 細街路の多い密集市街地における主要

総合的な取組 総合的な取組 生活道路整備推進に係る業務支援に取り

・まちづくり協議会の立上げ・運 ・同左 組んでいる中葛西八丁目地区など６１件

営への支援、事業計画や地区計 のコーディネートを行うとともに、防災

画等の計画策定への支援など、 環境軸の整備を行っている梅田五丁目地

地域の防災性を高め、生活環境 区など６１件の基礎的条件整備を行う等

の改善等を図るためのプロセス 、防災性向上や環境改善による安全・安

を着実に進めるコーディネート 心なまちづくりに対する支援に適切に取

を実施する。 り組んでいる。

・その上で、地方公共団体等との

適切な役割分担の下、避難路・

延焼遮断帯として機能する都市

計画道路（防災環境軸等）の整

備や、主要生活道路の整備及び

これと一体的な沿道市街地の整

備、老朽化した木造住宅等の建

替え促進による耐震・不燃化等

に取り組むとともに、これらに

伴い移転が必要となる居住者の

ための賃貸住宅の 整備等を行

うなど、居住者の居住の安定に

も配慮しながら、生活環境の改

善等や周辺市街地も含めた防災

効果の向上を図るための取組等

、幅広い視野による密集市街地

の整備改善のための総合的な取

組を推進する。

②公園等の整備による防災機能の ②公園等の整備による防災機能の 防災性の向上のために災害時約７万人

強化 強化 の避難地等として機能する防災公園等を

・市街地の整備改善と併せた防災 ・同左 整備しており、評価できる。

公園の整備と、地方公共団体か

らの委託に基づく都市公園の整

備を推進する。

③住宅市街地の環境改善 ③住宅市街地の環境改善

・良好な住宅市街地の形成が必要 ・同左

な地域において、地域の複合的

な生活拠点の形成に向け､福祉

・子育て支援などの地域課題に
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対応した良質な住宅ストックの

形成や少子高齢対応施設等の整

備に民間事業者等を誘導する。

・また、高度成長期につくられた

大都市郊外の計画開発住宅市街

地においては、居住者の高齢化

や土地利用とニーズとの乖離等

が課題となっていることから、

優れた社会資本ストックを最大

限に活用した再活性化等のあり

方を検討する。

④災害復興への取組 ④災害復興への取組 新潟県中越沖地震の復興支援のため、

・これまでの復興支援の経験を活 ・同左 柏崎市において、市の要請を受け、機構

かし、国等の要請があった場合 施行の土地区画整理事業を実施しており

は、復興に係るコーディネート 、評価できる。

等支援に積極的に取り組む。

・なお、柏崎市においては継続し ・なお、柏崎市においては復興支 以上のことを総合して、防災性向上や

て職員を派遣し、復興支援のた 援のための事業のための事業を 環境改善による安全・安心なまちづくり

めのコーディネート及び事業を 実施する。 に向けて着実な実施状況にあると認めら

実施する。 れる。

(５)都市再生実現のための具体の (５)都市再生実現のための具体の －

取組手法 取組手法

①公の政策目的を実現するための ①公の政策目的を実現するための コーディネートについて、都市再生緊

コーディネートの実施 コーディネートの実施 急整備地域内の地区を中心に２３２件（

・民間を都市再生に誘導するため ・民間事業者を都市再生に誘導す うち新規地区は３６件）を実施した。

のコーディネートを中期目標期 るためのコーディネートを平成 うち地方都市等の中心市街地の活性化

間 中 に 360件 程 度 （ う ち 地 方 ２２年度中に２００件程度（う 等の地域活性化に資するものは、敦賀市

都市等の中心市街地の活性化等 ち地方都市等の中心市街地の活 中心市街地地区など６９件、密集市街地

の地域活性化に資するものは1 性化等の地域活性化に資するも の整備改善に資するものは、中葛西八丁

00件程 度 、密 集 市街 地の整備 のは大津市中心市街地地区など 目地区など３９件実施した。

改善に資するものは４0件程度 ４０件程度、密集市街地の整備 平成２２年度においては、引き続き、

）実施する。 改善に資するものは中葛西八丁 ①機構の公平中立な立場を活かした関係

目地区など３０件程度）実施す 者間の調整支援（地元組織の立上げなど

る。 ）や、②同種の事例を含む多くの事業実

・これらの取組に当たっては、地 ・同左 績に裏打ちされたノウハウを用い、多く

域全体を面的なエリアで捉えた の地区で取組みを行うとともに、まちづ

コーディネートを推進し、近隣 くりに関連する幅広い分野の専門家から
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UR地区の整備課題も踏まえた事業 アドバイスを受けることができる「

の発掘及び適切な事業手法の選 まちづくり支援専門家制度」を創設した

択を行っていく。 。

②民間を都市再生に誘導するため ②民間事業者を都市再生に誘導す 市街地再開発事業等の各種事業制度を

の基礎的条件整備 るための基礎的条件整備 活用し、事業を実施した。

・市街地再開発事業（直接施行及 ・同左 民間投資を支援する基礎的条件として

び協調型）、土地区画整理事業 の事業実施地区数が１１７地区（うち地

、防災街区整備事業、土地有効 方都市等の中心市街地の活性化等の地域

利用事業、住宅市街地総合整備 活性化に資するものはけやき大通り地区

事業、民間供給支援型賃貸住宅 など７地区、密集市街地の整備改善に資

制度、防災公園街区整備事業等 するものは梅田五丁目地区など１５地区

の各種事業制度の活用や市街地 ）、面的整備が約６５ｈａ、面的整備後

再開発事業、都市公園整備事業 の民間事業者への敷地供給が約２３ｈａ

等の施行受託等により、都市再 となっており、計画を着実に実施してい

生に民間を誘導するための基礎 る。

的な条件整備としての面的整備 また、関連公共施設については、千住

及び賃貸住宅の供給の支援に関 大橋駅周辺地区など５地区において整備

する業務等を行う。 を行い、防災公園等については災害時に

・また、事業実施地区のうち、関 ・また、事業実施地区のうち、関 約７万人の避難地等として機能する防災

連公共施設の整備がなされない 連公共施設の整備がなされない 公園等を整備し、計画を着実に実施して

ことが事業化の隘路になってい ことが事業化の隘路になってい いる。

る地区において、道路、公園、 る千住大橋駅周辺地区などにお なお、１２地区の都市再生事業を対象

下水道等の関連公共施設の整備 いて、道路等の関連公共施設の に、機構が行った都市再生事業実施基準

を実施し、本体事業の進捗に合 整備を実施する。 への適合検証について事業評価監視委員

わせて完成させる。 会の評価を受け、すべての地区について

（参考） （参考） 検証の適切性が認められている。

・別表の予算等において、中期目 ・別表の予算等において、平成２

標 期 間 中 に 160地 区 程 度 （ う ２年度中に１２０地区程度（う

ち地方都市等の中心市街地の活 ち地方都市等の中心市街地の活

性化等の地域活性化に資するも 性化等の地域活性化に資するも

の は 10地 区程 度 、密 集市街地 のは静岡東部拠点第一地区など

の整備改善 に資するものは20 ７地区程度、密集市街地の整備

地区程度）において事業等を実 改善に資するものは梅田五丁目

施し、320ha程度の面的整備 地区など１５地区程度）におい

を完了するとともに、120ha て 事 業 等 を 実 施 し 、 ６ ０ ha程

程度の敷地を供給することを、 度の面的整備を完了するととも

ま た 10地 区程 度 にお いて関連 に 、 ２ ０ ha程 度 の 敷 地 を 供 給

公共施設の整備を行うことを想 することを、また５地区程度に

定している。 おいて関連公共施設の整備を行
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うことを想定している。

・特に防災性の向上のために、災 ・特に防災性の向上のために、災

害時に約４0万人の避難地等と 害時に約７万人の避難地等とし

して機能する防災公園等を整備 て機能する防災公園等を整備す

することを想定している。 ることを想定している。

③機構が実施する事業に民間事業 ③機構が実施する事業に民間事業

者を誘導するための取組 者を誘導するための取組

イ民間事業者とのネットワーク維 イ民間事業者とのネットワーク維 市街地再開発事業における民間事業者

持・拡充 持・拡充 の参画推進を目的とした「都市再生パー

・民間事業者のニーズを的確に把 ・同左 トナーシップ協議会／再開発事業グルー

握し、民間事業者を都市再生に プ」は、新たに２４社が会員となった。

誘導するため、引き続き、都市 また、民間供給支援型賃貸住宅制度に

再生パートナーシップ協議会を より、良質な賃貸住宅供給の推進を目的

活用する等により、民間事業者 とした同協議会賃貸住宅事業グループは

とのネットワークの維持・拡充 、新たに５社が会員となった。

に努める。

市街地再開発事業の晴海三丁目西地区

ロ市街地再開発事業への民間事業 ロ市街地再開発事業への民間事業 Ｂ・Ｄ地区において、特定建築者を公募

者の誘導 者の誘導 の上、民間事業者を選定し、市街地再開

・機構が実施する市街地再開発事 ・同左 発事業への民間事業者の誘導を適切に行

業においては、特定事業参加者 っている。

制度、特定建築者制度及び特定

業務代行方式の三手法を活用す

ることにより、民間事業者を事

業に誘導する。

ハ事業推進のためのエントリー制 ハ事業推進のためのエントリー制 平成２２年度においては、エントリー

度の活用 度の活用 募集の該当地区がないため実施していな

・市街地再開発事業や民間供給支 ・同左 いが、過年度に当該制度を活用した地区

援型賃貸住宅制度等において、 においては、把握した民間事業者のニー

事業を推進するため、エントリ ズに基づき、事業スキームの構築及び施

ー制度を活用し、事業初期段階 設計画の策定を着実に行っている。

から民間事業者の意向を具体的

に把握し、ニーズに合致した事

業スキームの構築等を行う。
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２住宅セーフティネットとしての ２住宅セーフティネットとしての Ｓ

役割への重点化・個別団地毎の 役割への重点化・個別団地毎の

特性に応じたストックの再生・ 特性に応じたストックの再生・

活用等 活用等

(１)住宅セーフティネットとして (１)住宅セーフティネットとして

の役割への重点化 の役割への重点化

・高齢者、子育て世帯等政策的に ・同左

配慮が必要な者に対する住宅セ

ーフティネットとしての役割へ

の重点化を図るため、以下に掲

げる取組を実施する。

①高齢者、子育て世帯等に対する ①高齢者、子育て世帯等に対する 抽選による新規賃貸住宅の入居者募集

優先入居措置等の適切な実施 優先入居措置等の適切な実施 においては、すべての募集において、高

・高齢者、子育て世帯等政策的に ・同左 齢者・子育て世帯等の当選率をその他の

配慮が必要な者に対する賃貸住 者の当選率に対し２０倍としており、現

宅の供給に重点化するため、空 行制度導入前（平成１９年度）と比較し

家入居者募集時の優先受付期間 て、平成２２年度の高齢者・子育て世帯

の設定及び新規入居者募集時の 等の申込割合は約１０ポイント上昇した

優遇倍率の設定による優先入居 。

措置を適切に実施する。 また、既存賃貸住宅の入居者募集にお

いては、高齢者・子育て世帯等のみを対

象とした優先申込期間（７日間）の設定

を４０団地で実施した結果、平成２２年

度は当該期間において２，２２４件の高

齢者・子育て世帯等の申込があり、優先

入居措置の取組みとして高く評価できる

②居住者の居住の安定の確保 ②居住者の居住の安定の確保 。

・ＵＲ賃貸住宅に居住する低所得 ・同左

の高齢者世帯等に対して、国か 市場家賃制度の導入により、家賃改定

らの財政支援を得つつ、家賃減 時に家賃が上昇する低所得高齢者世帯等

額措置を適切に講じ、また、団 （約３９，４００世帯）について、約１

地再生等の事業実施に伴い移転 ９億円の家賃減額、高齢者向け優良賃貸

が必要となる居住者に対しては 住宅に入居する低所得高齢者世帯（約２

移転先住宅の確保、移転料の支 １，８００世帯）について、約５５億円

払い等の措置を講ずることによ の家賃減額、団地再生等の事業実施に伴

り、居住者の居住の安定の確保 い移転が必要となる居住者に対しては、

に努める。 移転先住宅の確保、移転料の支払い等の
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措置を講じるとともに、機構賃貸住宅へ

移転する者（約２３，９００世帯）につ

いて、約８２億円の家賃減額を実施し、

居住者の居住の安定の確保に取り組んで

③バリアフリー化を図った住宅の ③バリアフリー化を図った住宅の いる。

供給 供給

・第三期中期目標期間の最終年度 ・中期目標期間中にＵＲ賃貸住宅

で あ る平 成 30年 度ま でにＵＲ ストック全体に占めるバリアフ バリアフリー化を図った住宅の供給に

賃貸住宅ストック全体に占める リー化を図った住宅＊の割合を ついては、賃貸住宅ストック全体でバリ

バリアフリー化を図った住宅＊ 約４８％とするため、既存のＵ アフリー化を図った住宅の割合について

の 割 合を 約 55％ とす るため、 Ｒ賃貸住宅の改善や建替え等に 、約４２％（平成２１年度末）から約４

既存のＵＲ賃貸住宅の改善や建 より、在宅長寿対応住宅（加齢 ３％に向上させた。

替え等により、在宅長寿対応住 により身体機能が低下してもで

宅（加齢により身体機能が低下 きる限り長期に継続居住が可能

してもできる限り長期に継続居 なように在宅での介護に配慮し

住が可能なように在宅での介護 た住宅）を含むバリアフリー化

に配慮した住宅）を含むバリア を図ったＵＲ賃貸住宅の新たな

フリー化を図ったＵＲ賃貸住宅 供給を着実に推進する。

を新たに供給し、中期目標期間

中にバリアフリー化を図った住

宅の割合をＵＲ賃貸住宅ストッ

ク全体の約48％とする。

・また、エレベーター設置が可能 ・また、エレベーター設置が可能 国の支援を受け、中層住宅へのエレベ 踊場着床型のエレベーターはエ

な中層住宅について、エレベー な中層住宅について、エレベー ーターの後付設置に取り組み、全国２２ レ ベーターホールと住戸フロアと

ターを設置し、住宅へのアクセ ターを設置し、住宅へのアクセ 団地１２６棟で合計３６７基の設置工事 の 間に段差が残り、車いすの人な

スのバリアフリー化を推進する スのバリアフリー化を推進する を進め、うち２２団地１１７棟で３３６ ど の利用が困難という状態がある

。 。 基を供用開始するとともに、新たに全国 。 高齢化の状況は待ったなしであ

＊①２箇所以上の手すりの設置、 ＊①２箇所以上の手すりの設置、 １２団地３１棟で合計７２基の設置を計 る ため、段差のない完全なバリア

②屋内の段差解消及び③車椅子 ②屋内の段差解消及び③車椅子 画した。 フ リー化の取組みも積極的に進め

で通行可能な広い廊下幅の確保 で通行可能な広い廊下幅の確保 るべきである。

の全部又は一部がなされた住宅 の全部又は一部がなされた住宅

（参考） （参考）

・第三期中期目標期間の最終年度 ・平成２２年度中に、在宅長寿対 平成２２年度中に、在宅長寿対応住宅

で あ る 平 成 30年 度 ま で に 約 4 応 住宅 を 3,０ 00戸 程度供 給す を２，９４４戸供給し、計画どおり実施

万戸程度の在宅長寿対応住宅を ることを想定している。 している。

供給するため、中期目標期間中

に約1.5万戸程度供給すること

を想定している。
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④福祉施設の積極的な誘致等によ ④福祉施設の積極的な誘致等によ 平成２２年度に、新たな団地内施設整

る地域の福祉拠点の形成 る地域の福祉拠点の形成 備により新規に２件を誘致し、既存の空

・団地再生等の事業実施に当たっ ・同左 き施設においては、子育て支援施設６件

て、既存賃貸施設や整備敷地等 、高齢者支援施設１４件が開業し、平成

を活用することにより、地方公 ２２年度末時点の施設数は、子育て支援

共団体や民間事業者、ＮＰＯ法 施設が８８件、高齢者支援施設が１９７

人等との連携による高齢者施設 件となった。また、団地再生事業に伴い

、子育て支援施設等の福祉施設 生み出される整備敷地の活用により、高

の団地内への積極的な誘致を行 齢者施設４件、子育て支援施設３件を誘

い、地域の福祉拠点の形成を推 致し、地域の福祉拠点の形成を推進した

進する。 ことは高く評価できる。

⑤見守りサービスの提供 ⑤見守りサービスの提供 新たに実施体制が整った団地（あんし

・緊急通報サービス、あんしんコ ・同左 ん登録６団地、あんしんコール２団地）

ール、在宅長寿対応住宅を供給 においてサービスを開始し、着実な見守

する団地における生活相談サー りサービスの提供を推進した。また、在

ビス等の見守りサービスの提供 宅長寿対応の取組みとして、新たに１６

を推進する。 団地を対象として、高齢者に対する各種

サービスの案内・相談等について日中常

駐専任で実施する「生活支援アドバイザ

ー」を配置する準備を進め、平成２３年

４月以降順次サービスを開始しているこ

とは高く評価できる。

そのほか、高齢者・子育て支援に係る

ビジネスモデル化の検討等を行うととも

に、今後の介護事業者等との連携ノウハ

ウを習得するために、平成２２年７月よ

り介護事業者等への職員の研修派遣（１

１の法人等へ各１名を派遣）を実施し、

また、機構の資産である土地、建物等を

活用し、様々な主体が連携した持続性の

高い新たな高齢者支援モデルを検討する

ために「ＵＲ団地における高齢者支援連

携研究会」を設置し、住宅セーフティネ

ットとしての役割への重点化を図るため

の取組みを進めていることは高く評価で

きる。

以上のことを総合して、住宅セーフテ
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ィネットとしての役割への重点化に向け

て優れた実施状況にあると認められる。

(２)個別団地毎の特性に応じた再 (２)個別団地毎の特性に応じた再

生・活用の推進等 生・活用の推進等

・地域の住宅政策課題へ適切に対 ・同左

応するため、「ＵＲ賃貸住宅ス

トック再生・再編方針」に従い

、「団地別整備方針」において

個別団地毎の特性に応じて定め

る基本的類型に基づくストック

の再生・活用等を推進するとと

もに、ストック量の適正化を図

る。

①団地の基本的類型に基づく事業 ①団地の基本的類型に基づく事業 Ａ

の実施 の実施

イ団地再生 イ団地再生 ７６地区で事業を実施し、５地区で事

・地域の整備課題、住宅需要等に ・同左 業を完了するなど、事業中地区の着実な

対応しながら、住宅の規模、間 事業執行に努めるとともに、平成２２年

取り、設備水準の改善を図ると 度については、鶴舞地区、豊四季台地区

ともに、敷地の有効高度利用に 、浜見平地区、鳴子地区、草加松原地区

より地方公共団体や民間事業者 において４，０４５戸のストック再編に

等との連携によるまちづくりを 着手した。

推進するため、大規模な再生事

業（建替事業等）や改善事業（

リニューアル等）を複合的又は

選択的に実施する。

ロストック活用 ロストック活用 少子高齢化や多様なニーズに対応する

・既存のＵＲ賃貸住宅の基本性能 ・同左 ため、リニューアルによる改良を２，６

や安全性能等の向上を図るため ６１戸行い、高齢者向け優良賃貸住宅の

、リニューアル、耐震改修、適 供給を２０９戸で行うとともに、賃貸ス

時・適切な計画的修繕等を実施 トック全体でバリアフリー化を図った住

し、中期目標期間中に団地再生 宅の割合は約４２％（平成２１年度末）

により供給するＵＲ賃貸住宅も から約４３％に拡充した。さらに賃貸住

含めて、安全・安心が確保され 宅ストック全体で、６棟の区分所有建物

た良質な賃貸住宅ストックとし の耐震診断（機構単独所有の建物は既に

て有効活用する。 完了）と診断済みの１３４棟の耐震化を
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・また、国等からの財政支援を得 進めるとともに、約３８，０００戸の外

つつ、高齢者向け優良賃貸住宅 壁修繕などの計画修繕を適時・適切に実

の供給を行う。 施したことにより、安全・安心が確保さ

れた良質な賃貸住宅ストックとしての有

効活用が図られたと評価できる。

ハ用途転換 ハ用途転換 用途転換の対象とした団地については

・新たなまちづくりに活用するた ・同左 、平成２０年度に着手した５団地で事業

め、ＵＲ賃貸住宅以外の用途へ を実施している。賃貸住宅として機構以

の転換を図る。 外の者に譲渡することとした２団地につ

いて、譲渡を行った。

ニ土地所有者等への譲渡、返還等 ニ土地所有者等への譲渡、返還等 これまで、土地所有者等との協議が整

・全面借地方式市街地住宅及び特 ・同左 った１７団地において、居住者への移転

別借受賃貸住宅について、土地 先のあっせん等を行った。

所有者等との協議を行い、譲渡 このうち、移転期限の到来に伴い居住

、返還等を着実に進める。 者の移転が完了した９団地について、機

構賃貸住宅としての用途を廃止するとと

もに、土地所有者等への譲渡、返還等の

手続きを実施した。

さらに、特別借受賃貸住宅（機構が土

地所有者等の土地に住宅を建設し、それ

を割賦譲渡した上で、当該建物を一定

期間一括して借り受けることにより、機

構賃貸住宅として供給しているもの）に

ついて、建物所有者との間で返還に関す

る具体的な協議を実施し、期間満了に伴

い、１３団地を建物所有者に返還してお

り、譲渡、返還等を着実に進めている。

（参考） （参考）

・第三期中期目標期間の最終年度 ・別表の予算等において、平成２ ５,720戸のストック再編に着手する

である平成30年度までに約10 ２ 年 度 中 に ６ ,000戸 程 度 の ス とともに、３,357戸のストック削減を

万戸の再編に着手し、約5万戸 ト ッ ク 再 編 に 着 手 し 、 ３ ５ ０ 行った。,
のストックを削減するため、別 ０戸程度のストックを削減する 以上のことを総合して、個別団地毎の

表の予算等において、中期目標 ことを想定している。 特性に応じた再生・活用の推進等のため

期間中に4万戸程度の再編に着 の、団地の基本的類型に基づく事業の実

手し、2万戸程度のストックを 施について着実な実施状況にあると認め

削減することを想定している。 られる。



- 12 -

②ストックの再生・活用等の推進 ②ストックの再生・活用等の推進 Ａ

に当たっての取組 に当たっての取組

イ地域のまちづくりの課題への対 イ地域のまちづくりの課題への対 地域のまちづくりの課題への対応につ 団地再生等の取組みは重要であ

応 応 いては、団地再生事業に伴い生み出され る が、単なる賃貸住宅ストックの

・地方公共団体や民間事業者、Ｎ ・同左 る整備敷地の活用により、高齢者施設４ 再 生ではなく、これまで多くの社

ＰＯ法人等と連携し、高齢者施 件、子育て支援施設３件を誘致し、地域 会 資本が投資されてきたというこ

設、子育て支援施設等の福祉施 の福祉拠点の形成を推進した。 と を引き続き認識して取り組むべ

設の誘致等による福祉拠点の形 きである。

成のほか、医療、教育、雇用、 そのため、高齢化への対応に加

防災、交流、賑わい等の地域の え 、若年層、子育て世帯の入居促

多機能拠点の形成、安全・安心 進 やコミュニティづくりなど、団

で快適なオープンスペース等を 地 の賑わいを取り戻すための取組

備えた居住環境の創出、良好な み を含め、地方公共団体や民間事

景観の形成、公共施設の整備な 業 者、ＮＰＯ法人等の様々なステ

どの地域のまちづくりの課題に ー クホルダーとの連携を図りなが

対応した整備を推進する。 ら 、地域全体のまちづくりとして

・また、地域の福祉拠点や多機能 取 り組んでいくことが重要である

拠点の形成等を通じて、団地周 。

辺も含めた地域コミュニティの

維持・継続や多世代交流の促進

に配慮した環境を整備し、継続

的に提供する。

ロ定期借家契約の幅広い導入 ロ定期借家契約の幅広い導入 定期借家契約の幅広い導入については

・定期借家契約について、団地再 ・定期借家契約について、団地再 、建替対象団地における一般募集停止中

生、用途転換等の事業期間中の 生、用途転換等の事業期間中の の住宅及び施設に加え、建替え以外の団

団地における移転等に伴う空家 団地における移転等に伴う空家 地再生や用途転換等の対象団地について

住宅及び空施設で導入するとと 住宅及び空施設で導入するとと は、平成２２年度末時点では８，７３４

もに、管理開始年代、立地、家 もに、幅広い導入の対象団地の 戸（うち、平成２２年度募集分：４，３

賃帯等の面で代表例と見られる 選定等について適切に対応する ６９戸）の住宅と１６５施設において定

団地を試行的に選定して導入し 。 期借家制度を導入し、資産の有効活用を

、その結果を踏まえ、幅広い導 図った。

入に適切に対応する。 また、平成２２年度は、将来的に住戸

・試行的導入の対象団地は、平成 改善等を予定する住戸等についても、定

21年度 に おい て 、定 期借家契 期借家制度での活用を図った。

約を導入した団地再生等の事業

期間中の団地を含め、それらの

戸数の合計がＵＲ賃貸住宅の全
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戸数の約2割となるように選定

する。

ハ環境負荷軽減への対応 ハ環境負荷軽減への対応 環境負荷軽減への対応については、平

・建物の長寿命化を図るための研 ・同左 成２２年度に発注した機構賃貸住宅にお

究、技術開発やシステム開発を いては、平成１１年省エネルギー基準を

行い、ＵＲ賃貸住宅の建設、修 標準仕様として供給し、また、潜熱回収

繕等に活用する。 型給湯器等の高効率型給湯器、太陽光発

・省エネルギー推進の観点から、 ・省エネルギー推進の観点から、 電設備、ＬＥＤ照明、エレベーターのイ

中期目標期間中に建設するＵＲ 平成2２年度中に建設するＵＲ ンバーター制御化など省エネルギー機器

賃 貸 住宅 は 、平 成 11年省エネ 賃 貸住 宅 は、 平 成11年省 エネ の導入を推進することにより、ＵＲ賃貸

ルギー基準を標準仕様として供 ルギー基準を標準仕様として供 住宅からの二酸化炭素排出量の削減を図

給するとともに、既存のＵＲ賃 給するとともに、既存のＵＲ賃 っており、着実に実施している。

貸住宅の専用部分及び共用部分 貸住宅の専用部分及び共用部分

の設備や機器の修繕等に際して の設備や機器の修繕等に際して そのほか、団地再生事業により従前居

、費用対効果を勘案しながらこ 、費用対効果を勘案しながらこ 住者が移転した機構賃貸住宅団地の一部

れらの設備等を省エネルギー型 れらの設備等を省エネルギー型 住棟を住棟単位で民間事業者に賃貸又は

に取り替えることにより、ＵＲ に取り替えることにより、ＵＲ 譲渡し、民間事業者の創意工夫のもと、

賃貸住宅からの二酸化炭素排出 賃貸住宅からの二酸化炭素排出 機構賃貸住宅とは異なる多様な住宅や高

量の削減を図る。 量の削減を図る。 齢者・子育て施設等として再生・活用す

・緑地の保全・整備、水循環の保 ・同左 る「住棟ルネッサンス事業」に取り組ん

全、自然エネルギーの活用など でいる。多摩平の森では、住棟５棟を民

の取組を推進する。 間事業者３者に住棟単位で賃貸し、新た

なストック再生の取組みを行った。

また、団地内駐車場を活用したカーシ

ェアリングの導入や、光通信とタブレッ

ト型情報端末を活用した高齢者向けサー

ビスに係る実証実験等、サービス向上・

付加価値向上のための新たな取組みを行

っている。

以上のことを総合して、個別団地毎の

特性に応じた再生・活用の推進等のため

の、ストックの再生・活用等の推進に当

たっての取組について着実な実施状況に

あると認められる。
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(３)ＵＲ賃貸住宅の管理等業務の (３)ＵＲ賃貸住宅の管理等業務の Ａ

適切な実施 適切な実施

・ＵＲ賃貸住宅の管理水準の維持 ・同左

・向上に努めながら、現地管理

業務・入居者募集業務（以下「

管理等業務」という。）の効率

化を図るとともに、競争性のあ

る契約方式への移行等により、

賃貸住宅管理コスト縮減に努め

る。

①管理水準、顧客サービス水準の ①管理水準、顧客サービス水準の

維持・向上等 維持・向上等

・ＵＲ賃貸住宅の管理水準の維持 ・同左

・向上に努めながら、管理等業

務の効率化を図る。

・入居者の募集に当たっては、引 ・入居者の募集に当たっては、引 インターネットを活用した申込受付、

き続き、インターネットを活用 き続き、インターネットを活用 募集案内窓口の拡充・強化により顧客の

した申込み受付や募集案内窓口 した申込み受付や募集案内窓口 要望に応え、社会ニーズに対応した募集

の充実による顧客サービスの維 の充実による顧客サービスの維 ・入居に係る新制度について、周知、拡

持・向上に努めるとともに、住 持・向上に努めるとともに、住 充した。

宅の質を確保し、利用者に対す 宅の質を確保し、利用者に対す

る説明責任の観点から、中期目 る説明責任の観点から、新たに

標期間中に建設する全てのＵＲ 建設する全てのＵＲ賃貸住宅を

賃貸住宅を対象に住宅性能表示 対象に住宅性能表示を実施し、

を実施し、募集パンフレット等 募集パンフレット等を用いて情

を用いて情報提供する等、提供 報提供する等、提供情報の充実

情報の充実や様々な入居制度の や様々な入居制度の積極的な活

積極的な活用による利用者のニ 用による利用者のニーズに機動

ーズに機動的に対応したサービ 的に対応したサービス提供を行

ス提供を行う。 う。

・また、引き続き、居住者との意 ・同左 居住者団体等との間において、賃貸住

思疎通を図り、信頼関係を強化 宅の管理等について懇談会等による意見

する。 交換を実施した。（平成２２年度は、本

・支社、住宅管理センター合わせて延べ

約２００回実施。）

②賃貸住宅管理コストの縮減 ②賃貸住宅管理コストの縮減 修繕工事に係る仕様・積算の見直しを

・競争性のある契約方式への移行 ・同左 行い、総合評価落札方式、外壁修繕・耐
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と併せて、ＵＲ賃貸住宅の修繕 震改修等の一括発注の導入を図るととも

等に係る仕様・積算方法・発注 に、改良・改善に係るものについては、

方法を厳格に見直すとともに、 個別団地ごとの特性に応じ、民間提案の

修繕費については、団地別整備 活用、トータルコーディネート方式の導

方針に基づき、費用対効果を勘 入を図った結果、平成２２年度の賃貸住

案しながら効率的に執行するこ 宅管理に係る総合コスト改善率は、平成

とにより、賃貸住宅管理コスト １９年度と比較して７．４％を達成した

の縮減に努める。 。

③入居者募集業務における市場化 ③入居者募集業務における市場化 入居者募集業務における市場化テスト

テストの実施 テストの実施 の実施については、民間競争入札により

・競争の導入による公共サービス ・競争の導入による公共サービス 決定した事業者である（財）住宅管理協

の改革に関 する法律（平成18 の改革に関する法律（平成１８ 会に、４箇所のＵＲ営業センター及び１

年 法 律第 51号 。 以下 「公共サ 年法律第５１号。以下｢公共サ 箇所の現地案内所において業務を実施さ

ービス改革法」という。）に基 ービス改革法｣という。）に基 せており、業務実施状況についても、法

づき、「公共サービス改革基本 づき、「公共サービス改革基本 令に定められた重要事項説明、職員のス

方 針 」 （ 平 成 19年 12月 24日 方針」（平成１９年１２月２４ キルアップを図るための研修及び事業者

閣議決定）において市場化テス 日閣議決定）において市場化テ 独自のＰＲ活動等が適切に実施されてい

トの対象と定められたＵＲ賃貸 ストの対象と定められたＵＲ賃 る。

住宅の入居者募集業務について 貸住宅の入居者募集業務につい また、事業の実施状況を検証するため

、 平 成21年度 か ら、 公共サー て、公共サービス改革法に定め に、定期的に来場者アンケート及び契約

ビス改革法に定める民間競争入 る民間競争入札（平成２０年度 書アンケートを実施するなど事業者によ

札 （ 平成 20年 度 実施 ）により 実施）により決定した事業者に る事業の実施状況についても適切に検証

決定した事業者に、顧客サービ 、顧客サービスの質を低下させ されている。

スの質を低下させることなく、 ることなく円滑かつ適切に業務

円滑かつ適切に業務を実施させ を実施させるとともに、当該事

るとともに、当該事業者による 業者による事業の実施状況を検

業務の実施状況の検証を行う。 証する。

・また、平成24年 度中の業務実

施期間の終了に際して、公共サ

ービス改革法に基づく内閣総理

大臣の評価及び当該評価結果を

踏まえた「公共サービス改革基

本方針」の見直しに従い、適切

に対応する。

④管理等業務の競争性のある契約 ④管理等業務の競争性のある契約 現地管理業務の競争化について、昨年 今後実施される一般競争入札等

方式への移行 方式への移行 度の試行実施の際に１４管理センター中 に おいても、関連法人による一者

・段階的に民間委託を行ってきた ・「随意契約見直し計画」に基づ １２が一者応募となったことから、民間 応 募とならないよう、公告等期間

居住者からの各種届出の受付や き、昨年度競争化の試行実施を 事業者へのヒアリング等を踏まえ、参入 の 十分な確保、応募要件の緩和等
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その対応を行う窓口案内等業務 行った現地管理業務について、 障壁とならないよう発注単位の細分化、 、改善策を着実に実施し、更なる

を含め、関係法人との随意契約 試行実施状況の検証を行った上 公募スケジュールの見直し等の改善方策 競争性の確保を図る必要がある。

により実施している管理等業務 で、内部化するもの等を除き、 を実施し、民間事業者の参入拡大を図る

について、内部化するもの等を 競争性のある契約方式への移行 とともに、管理業務最適化の実現が図ら

除き、「随意契約見直し計画」 を行う。 れる業務範囲を競争化する見直しを試行

に 基 づき 、 平成 21年 度に試行 ・また、入居者募集業務について した。その結果、１２住宅管理センター

実 施 を行 っ た上 で 、平成 22年 も、実施可能なものについて、 については、全８９地区中３８地区を民

度に競争性のある契約方式への 競争性のある契約方式への移行 間事業者等（従前の委託先以外の者）が

移行を本格実施する。 に着手する。 受注しており、競争性が確保された結果

となった。

また、住宅管理センター業務以外の管

理等業務（遠隔地団地総合管理業務等）

についても、競争性のある契約方式に移

行した。

さらに、市場化テスト対象以外のＵＲ

営業センターや現地案内所等の入居者募

集業務についても、現地管理業務と同様

、総合評価方式による一般競争入札を実

施した。

以上のことを総合して、機構賃貸住宅

の管理等業務の適切な実施について着実

な実施状況にあると認められる。

３新規に事業着手しないこととさ ３新規に事業着手しないこととさ

れた業務 れた業務

・次に掲げる業務の執行管理を確 ・同左

実に行い、計画的な事業完了を

目指す。

(１)ニュータウン整備事業 (１)ニュータウン整備事業 Ｂ 平成２２年度は、１８地区において需

・ニュータウン整備事業について ・同左 要の動向等に対応した土地利用計画（事

は、事業リスクの管理を徹底し 業計画変更等）の見直し等を実施し、５

ながら、中期目標期間中に工事 地区において法定事業等を完了（換地処

を完了するとともに、地価動向 分等）したため、事業中地区は４０地区

等の市場環境の変化にも留意し となり、着実に事業中地区を減らしてい

つつ、第三期中期目標期間中の る。

土地の供給・処分完了に向けた

取組を一層推進することにより

、業務完了の前倒しに努める。
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①工事実施に関する取組 ①工事実施に関する取組

イ地区毎の慎重な需要予測に基づ イ同左

き、供給・処分に必要な範囲に

限定した投資計画とする。

ロ追加工事を行う場合にあっても ロ同左

、公共施設の整備水準の見直し

を行うなど、徹底したコスト削

減を行い、必要最小限の工事と

する。

ハ毎年、地区毎の供給・処分計画 ハ地区毎の供給・処分計画と実績

と実績の乖離を分析し、さらに の乖離を分析し、さらに必要な

必要な事業計画の見直しを行う 事業計画の見直しを行うととも

とともに、供給・処分の見通し に、供給・処分の見通しを踏ま

を踏まえた段階的な実施など、 えた段階的な実施など、弾力的

弾力的に事業を実施する。 に事業を実施する。

②供給・処分に関する取組 ②供給・処分に関する取組 ニュータウン用地の供給・処分につい ニュータウン用地については、

・次に掲げる具体的な方策により ・次に掲げる具体的な方策により ては、厳しい不動産市況が続く中、顧客 新 たな発想の用地利用（例えば、

、中期目標期間中に、2,600h 、平成２２年度については、４ ニーズに対応した商品の提供、民間事業 太 陽光発電、風力発電等の再生エ

a以上のニュータウン用地を供 ０ ０ ha程 度 の ニ ュ ー タ ウ ン 用 者や地方公共団体との連携強化、あっせ ネ ルギーのための用地利用やこれ

給・処分（やむを得ない場合等 地を供給・処分（やむを得ない ん制度等の拡充を契機とした間接営業の ら のエネルギーを活用した団地形

に賃貸することを含む。）する 場合等に賃貸することを含む。 拡大に努めたものの、年度計画面積４０ 成 ）についても検討していく必要

。 ）する。 ０ｈａ程度に対し、実績は２８８ｈａと がある。

計画を下回る供給・処分となった。

イ毎年、地区等毎の供給・処分計 イ地区等毎の供給・処分計画を策

画を策定し、四半期毎に進捗状 定し、四半期毎に進捗状況を管

況を管理する。 理する。

ロ大街区で民間事業者に供給する ロ同左 民間事業者との連携強化を図るため、

など完成前の状況でも供給を進 圏域毎に用地説明会を実施するとともに

めるとともに、民間事業者との 、民間住宅事業者の側面支援のため、個

連携強化、供給方法の多様化（ 人向け宅地分譲のホームページに民間住

インターネット等の活用による 宅事業者のバナー広告を掲載（ホームペ

事前ＰＲ、競争入札方式による ージの連携）した。

競争原理の徹底、信託方式の活 また、意向調査や事業者への説明会等

用等）などの方策により供給を を通じた顧客ニーズの把握、「郊外にお
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推進する。 ける低炭素まちづくり検討会」の設置な

・また、宅地整備を行わずに現況 ど新たな商品企画の提案等を行った。

のまま処分する土地については

、地方公共団体への早期処分、

開発オプション権方式の活用な

ど企業ニーズへの柔軟な対応等

により、一層処分を推進する。

ハ国民の居住ニーズの個別化、多 ハ国民の居住ニーズの個別化、多 顧客への意向調査や事業者への説明会

様化、高度化の動向を踏まえ、 様化、高度化の動向を踏まえ、 等、顧客や民間事業者との接触の機会を

多様なライフスタイル、居住ニ 多様なライフスタイル、居住ニ 通じて、｢安心・安全に生活できるよう

ーズに対応した選択肢を提供す ーズに対応した選択肢を提供す なまちづくり｣｢自然や環境に配慮したま

るため、宅地募集の都度実施す るため、宅地募集の都度実施す ちづくり｣など、機構のニュータウン用

る顧客への意向調査や、毎年実 る顧客への意向調査や、民間住 地に期待されているニーズを把握した。

施する民間住宅事業者説明会、 宅事業者説明会、施設誘致企業 また、「商品の価値＝まちの魅力」と

施設誘致企業説明会等を通じて 説明会等を通じて、ニーズを幅 とらえ、「新・郊外居住」の一環として

、ニーズを幅広く捉え、「新・ 広く捉え、「新・郊外居住」等 、まちの魅力向上に向けた取組み（「環

郊外居住」等の商品企画に反映 の商品企画に反映させるととも 境共生」、「安心・安全」、「コミュニ

させるとともに、「安心・安全 に、「安心・安全」、「環境共 ティ支援」など社会的なテーマに沿った

」「環境共生」「コミュニティ 生」、「コミュニティ支援」等 まちづくり）を行った。

支援」等のまちの魅力向上を図 のまちの魅力向上を図る取組を

る取組を推進する。 推進する。 以上のことを総合して、ニュータウン

整備事業における確実な業務の執行管理

及び計画的な事業完了に向けて概ね着実

な実施状況にあると認められる。

(２)特定公園施設の管理 特定公園施設の管理 Ａ(２)

・公園利用者への適切なサービス ・公園利用者への適切なサービス 公園管理者との調整、施設譲渡等を着

提供や安全衛生管理の徹底を図 提供や安全衛生管理の徹底を図 実に行い、平成２２年度は国営越後丘陵

りつつ、公園管理者との調整等 りつつ、中期目標期間中に特定 公園及び国営すずらん丘陵公園の２公園

により第三期中期目標期間中の 公園施設業務を完了することと で特定公園施設業務を完了した（平成２

業務完了に向けた取組を行い、 している概ね６箇所の国営公園 ２年度までに計３公園で同業務を完了）

業務完了の前倒しに努める。 のうち、未完了の５箇所をはじ 。

・中期目標期間中においては、概 めとする特定公園施設について

ね6箇所の国営公園における特 、公園管理者、地方公共団体、 上記のことから、特定公園施設の管理

定公園施設業務を完了する。 営業者との調整及び手続等を進 における確実な業務の執行管理及び計画

める。 的な事業完了に向けて着実な実施状況に

あると認められる。
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４業務遂行に当たっての取組 ４業務遂行に当たっての取組

・業務遂行に当たっては、以下の ・同左

取組を実施し、国民に対するサ

ービスの向上に努める。

(１)地域住民・地方公共団体、民 (１)地域住民・地方公共団体、民 Ａ 平成２２年度は地域住民・地方公共団

間事業者等との緊密な連携推進 間事業者等との緊密な連携推進 体等との意見交換会、情報交換会、勉強

・都市再生のための機構業務への ・同左 会等を延べ２４０回実施し、コミュニケ

理解、協力を得て、円滑に業務 ーションの機会を得たほか、民間事業者

を実施するため、地域住民・地 、民間業界団体等との意見交換会や説明

方公共団体、民間事業者等との 会についても延べ５８回開催し、地域住

緊密な連携を図り、適時適切な 民、地方公共団体、民間事業者との連携

事業内容の説明、意見交換等を がさらに推進された。

実施する。

①地域住民・地方公共団体等との ①地域住民・地方公共団体等との 上記のことから、国民に対するサービ

コミュニケーション コミュニケーション スの向上について着実な実施状況にある

・都市再生を推進するためには、 ・同左 と認められる。

関係する地域住民・地方公共団

体等とのコミュニケーションが

不可欠であり、その相互理解促

進と都市の将来像や地域のあり

方を語り合うコミュニケーショ

ンの機会を積極的に設ける。

②民間事業者のニーズを汲み取っ ②民間事業者のニーズを汲み取っ

た事業構築 た事業構築

・民間事業者による都市再生の条 ・同左

件整備を図ることが機構の目的

であることに鑑み、民間事業者

との意見交換を定期的かつ適時

に行い、そのニーズ・意向等の

把握に努める。

(２)環境への配慮 (２)環境への配慮 Ｓ

・事業実施に当たっては、次の取 ・同左

組を実施することにより、地球

温暖化対策の推進、都市の自然

環境の適切な保全等に資すると
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ともに、建設工事等により発生

する建設副産物等のリサイクル

や環境物品の調達に積極的に取

り組み、環境負荷の低減を図る

。

・また、平成２１年度における環 平成２１年度の機構の業務に関する環

境配慮への取組実績等をとりま 境配慮の取組みを「平成２２年版環境報

とめた環境報告書を作成し、公 告書」として発行し、投資家説明会や講

表する。 演会、ホームページ等を通じて、広く一

般の方々に紹介した。

①地球温暖化対策の推進 ①地球温暖化対策の推進 平成１８～２２年度の５年間の二酸化

・機構業務のあらゆる分野におい ・機構業務のあらゆる分野におい 炭素排出量の削減実績は累計約１１，５

て、地球温暖化対策実行計画（ て、地球温暖化対策実行計画（ ００トンで、進捗率は約８２％と昨年（

Ｕ Ｒ -ecoプ ラ ン 2008） を 踏 Ｕ Ｒ -ecoプ ラ ン 2008） を 踏 累計約８，７００トン、進捗率約６２％

まえ、地球温暖化対策の取組を まえ、平成２５年度における二 ）と比べても優れて目標達成に向けた取

推 進 し、 平 成25年度 における 酸化炭素排出量を、平成１７年 組みとして高く評価できる。

二酸化炭素 排出量を、平成17 度を基準として14,000トン削

年度を基準として14,000トン 減することを目指し、地球温暖 平成２２年度に発注した機構賃貸住宅

削減する。 化対策の取組を着実に推進する においては、平成１１年省エネルギー基

。 準を標準仕様として供給し、また、潜熱

回収型給湯器等の高効率型給湯器、太陽

光発電設備、ＬＥＤ照明、エレベーター

のインバーター制御化など省エネルギー

機器の導入を推進することにより、二酸

化炭素排出量の削減に大きな成果があが

っている。

②都市の自然環境の適切な保全等 ②都市の自然環境の適切な保全等 都市の自然環境の適切な保全等につい

・事業実施に当たっては、緑地の ・同左 ては、既存樹木の利活用（グリーンヒル

保全や既存樹木の利活用ととも ズ東久留米など９地区で実施）、屋上緑

に、都市の既成市街地等におい 化の推進（軽量化を図った屋上緑化をヌ

て、建築物の形状等を考慮の上 ーヴェル赤羽台など９地区で実施）、地

、屋上緑化の推進を図る。 下水涵養（地下浸透施設、透水性舗装の

・また、地下浸透工法、透水性舗 導入をシャレール荻窪など４５地区で実

装等により地下水涵養を図るこ 施）など、着実に取組みを進めている。

とで、都市の自然環境の保全等

に資する取組を進める。

建設副産物のリサイクルの取組みにつ

③建設副産物のリサイクルの取組 ③建設副産物のリサイクルの取組 いては、建設副産物の再資源化率等の目
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・循環型社会の形成に取り組むた ・循環型社会の形成に取り組むた 標値を上回って実施している。また、機

め、国の「建設リサイクル推進 め、国の「建設リサイクル推進 構賃貸住宅の建替え等において、建設内

計画2008」に準拠した建設副 計画2008」に準拠した建設副 装材の分別解体に取組み、設計初期段階

産物の再資源化率等の目標値（ 産物の再資源化率等の目標値（ より建物内装材の再資源化等を検討する

平成２４年度まで）の達成を目 平成２４年度まで）の達成を目 とともに、請負者には分別解体品目、再

指して、建設工事等により発生 指して、建設工事等により発生 資源化方法等を記した施工計画書の作成

する建設副産物について、その する建設副産物について、その 等を指導した。

発生を抑制し、リサイクルに努 発生を抑制し、リサイクルに努

め る 。な お 、平 成 25年度につ める。

いては、国の「建設リサイクル

推進計画」に係る取組に合わせ

て取り組む。

・さらに、ＵＲ賃貸住宅の建替え ・さらに、ＵＲ賃貸住宅の建替え

等においては、建物内装材の分 等においては、建物内装材の分

別解体・再資源化等を推進し、 別解体・再資源化等を推進し、

建設混合廃棄物の削減を図る 建設混合廃棄物の削減を図る

④環境物品等の調達 ④環境物品等の調達 環境物品等の調達については、国が定

・環境物品等の調達については、 ・環境物品等の調達については、 めた「環境物品等の調達の推進に関する

「国等による環境物品等の調達 「国等による環境物品等の調達 基本方針」の基準を満たしたものを、公

の推進等に関する法律」（平成 の推進等に関する法律」（平成 共工事以外の物品についてはすべて１０

12年法律第100号）に基づき １２年法律第１００号）に基づ ０％の調達目標を達成したほか、公共工

行うこととし、中期目標期間中 き行うこととし、平成２２年度 事では４品目を追加した６６品目につい

における特定調達品目等の調達 における特定調達品目等の調達 て環境物品等の調達を推進していること

の目標は、同法第6条の規定に の目標は、同法第６条の規定に は高く評価できる。

基づき、国が定めた「環境物品 基づき、国が定めた「環境物品

等の調達の推進に関する基本方 等の調達の推進に関する基本方 以上のことを総合して、環境負荷の低

針」の基準を満たしたものを、 針」の基準を満たしたものを、 減について優れた実施状況にあると認め

公共工事において調達する場合 公共工事において調達する場合 られる。

を除き、100％とする。 を除き、１００％とする。

・また、特定調達品目等のうち、 ・同左

公共工事については、同基本方

針に基づき的確な調達を図る。 ・なお、電気の供給を受ける契約

を入札に付する場合及び自動車

の調達にあたっては、「国等に

おける温室効果ガス等の排出の

削減に配慮した契約の推進に関

する法律」（平成１９年法律第

５６号）に基づき、温室効果ガ
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ス等の排出の削減に配慮した契

約を推進する。

(３)良好な都市景観の形成 (３)良好な都市景観の形成 Ａ 良好な都市景観の形成については、団

・魅力的な都市の景観を創造する ・同左 地再生に伴う既存住棟の建替え等のある

ことは、豊かな都市・居住環境 ４地区について、景観ガイドラインを策

の形成に寄与し、地域の価値を 定し、また、機構賃貸住宅のもつ良質な

向上させることにつながる。機 都市・居住環境について、ホームページ

構が関与するまちづくりにおい による情報発信を継続して実施した。さ

ては、良質な街並みの形成はも らに、団地の環境を題材にした写真等に

とより、機構が継承してきた緑 よるコンテストを実施し（６８６作品の

環境資源を積極的に活用し、質 応募）、地域の景観形成の意識向上に取

の高い景観形成を推進する。 り組んだ。

(４)調査研究の実施、技術力の維 (４)調査研究の実施、技術力の維 調査研究の実施、技術力の維持向上等

持向上及び成果等の社会還元 持向上及び成果等の社会還元 については、高齢者の安心居住及びスト

・機構事業の的確な実施及び先駆 ・機構事業の的確な実施及び先駆 ック再生に係る調査研究等に力点を置き

的事業分野への展開に資するた 的事業分野への展開に資するた 、重点課題として、高齢社会における団

め、都市を取り巻く社会経済情 め、都市を取り巻く社会経済情 地・住まいに関する実践的研究、ルネッ

勢、市場動向及び顧客ニーズ・ 勢、市場動向及び顧客ニーズ・ サンス計画１（住棟単位での改修技術の

満足度等を把握し、都市再生、 満足度等を把握し、都市再生、 開発）を実施した。

ストック再生・再編、コミュニ ストック再生・再編、コミュニ 民間等との共同研究についても１６件

ティ再生、子育て支援、高齢者 ティ再生、子育て支援、高齢者 実施したほか、研究報告会の開催、研究

の安心居住、環境負荷の低減等 の安心居住、環境負荷の低減等 所の公開等により研究成果の情報提供も

の事項について、調査研究や技 の事項について、調査研究や技 行った。

術開発及び試験等を行う。 術開発及び試験等を行う。

・なお、必要に応じ民間等との共 ・なお、必要に応じ民間事業者等

同研究を活用するほか、蓄積し との共同研究を活用するほか、

た研究成果、技術力等を社会へ 蓄積した研究成果、技術力等を

還元するため、研究報告会開催 社会へ還元するため、研究報告

、研究所の公開及び調査研究期 会開催、研究所の公開、ストッ

報発行等の情報提供を積極的に ク再生実証試験の現地公開及び

行う。 調査研究期報発行等の情報提供

を積極的に行う。

(５)業務運営の透明性の確保 業務運営の透明性の確保 財務情報、業務の実施状況、独立行政(５)

・業務運営に関する透明性の確保 ・業務運営に関する透明性の確保 法人等の保有する情報の公開に関する法

を図り、機構業務の説明責任を を図り、機構業務の説明責任を 律に基づく所定の情報等について、ホー

果たすため、財務情報、業務の 果たすため、財務情報、業務の ムページへの掲載を行うとともに、内容

実施状況等について、ホームペ 実施状況等について、ホームペ の充実を図った。
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ージに掲載するなど、国民が利 ージの充実を図るなど、引き続 急速に増加している携帯端末の利用者

用しやすい形で情報提供する。 き、価値のある情報を利用者で の動向を踏まえ、機構賃貸住宅の物件情

・また、業務に関する重要な施策 ある国民が利用しやすい形で情 報や最寄りの営業センター等の案内など

や方針の策定に際して、適宜パ 報提供を行う。 携帯サイトを通じた情報発信を行った。

ブリックコメントの募集を行い ・また、業務に関する重要な施策 また、平成２３年１月に「都市再生事

業務運営に適切に反映させる。 や方針の策定に際して、適宜パ 業実施基準（案）」についてパブリック

ブリックコメントの募集を行い コメントの募集を行い、３，６００件の

、業務運営に適切に反映させる アクセスと６件の意見等の提出があった

。 ところであり、これを適切に考慮した上

で基準を策定した。

上記のことから、良好な都市景観の形

成、調査研究の実施、技術力の維持向上

、成果等の社会還元、業務運営の透明性

の確保に向けて着実な実施状況にあると

認められる。

Ⅱ業務運営の効率化に関する目標 Ⅱ業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置 を達成するためとるべき措置

１業務運営の効率化 １業務運営の効率化 Ａ

・中期目標期間においても、引き ・効率的な業務運営を行うため、

続き、効率的な業務運営を行う 以下のような取組により、機動

ため、以下のような取組により 的な組織運営を図り、都市機能

、機動的な組織運営を図り、都 の高度化及び居住環境の向上を

市機能の高度化及び居住環境の 通じた都市の再生、良好な居住

向上を通じた都市の再生、良好 環境を備えた賃貸住宅の安定的

な居住環境を備えた賃貸住宅の な確保等の業務の実施において

安定的な確保等の業務の実施に 、社会経済情勢の変化に的確に

おいて、社会経済情勢の変化に 対応するとともに、継続的に事

的確に対応するとともに、継続 務・事業や組織のあり方につい

的に事務・事業や組織のあり方 ての点検を行い、機動的に見直

についての点検を行い、機動的 しを行う。

に見直しを行う。

(１)機動的・効率的な組織運営 (１) 機動的・効率的な組織運営 実施する事業の採算性の確保や事業中 団地単位で戦略的経営を担う団

・政策目的の実現並びに独立の経 ・独立行政法人の見直し内容を踏 止の判断等のリスクの管理を徹底するた 地 マネージャーの配置は興味深い

営体としての採算性の確保、経 まえつつ、高齢者、子育て分野 め、組織において管理部門の強化を行っ 試みである。

営効率の向上を図るとともに、 に係る支援業務等の推進や経営 た。 民間事業者においても、例えば

「独立行政法人整理合理化計画 、投資判断の強化など政策面及 また、現場機能強化のため、各支社等 電 鉄会社が沿線の地域価値の向上
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」 （ 平 成 19年 12月 24日 閣 議 び経営面から重点化すべき業務 において、団地単位で経営を戦略的に企 を 図るために主要駅にコンシェル

決定）に対応した業務の重点化 に即した組織体制を整備すると 画・立案・実行する団地マネージャーの ジ ュを置き、自社に限らず居住に

、スリム化に即した組織の整備 ともに、常勤職員数の計画的な 配置を開始し、機動的・効率的な組織運 関 する相談に応じている試みが行

を行う。 削減に対応した効率的かつ効果 営を図った。 わ れているが、このような取組み

・特にニュータウン事業等の経過 的な組織体制を整備する。 と も連携して、より効果を高める

措置業務は業務の縮小に伴い組 必要がある。

織体制の縮小を図る。 また、例えば製造業においても

、 縦割りの各技術部門を総括して

(２)内部統制の適切な運用 (２)内部統制の適切な運用 理事長自らが、重要事項の審議等を行 目 配りするチーフエンジニアを配

・内部統制を一層強化させる観点 民間企業における内部統制制度 うための定例会議等の場で、役員や幹部 置 しているなど、民間の他業界に

から、民間企業における内部統 の導入や独立行政法人の見直し 職員と意識を共有しながら、直接指示等 お ける取組みも参考にすべきであ

制制度の導入を踏まえ、内部統 内容の趣旨を踏まえつつ、役職 を行える体制を整備し、法人のミッショ る。

制の体制の拡充及び適切な運用 員の職務執行体制の在り方等に ンについて伝えている点は評価できる。

を図る。 ついて検討を進めるとともに、 また、内部統制を推進するチームを設置

コンプライアンスや監査体制の し、現状を役員に報告するほか、基本方

整備等、これまでに行っている 針の策定等内部統制の充実・強化につい

取組を精査し、規程等を整備す て検討した。さらに、監事監査において

るなど適切な運用を図る。 、ガバナンス等についての監査が行われ

、関係役員へ担当箇所ごとの改善点等が

報告されたほか、全役員に対しても共通

する改善点等が報告され、その対応策に

ついて意見交換を行った上で、監事監査

報告書が提出されており、評価できる。

(３)管理会計の活用による経営管 (３)管理会計の活用による経営管 繰越欠損金及び有利子負債を着実に削

理の向上 理の向上 減するため、投資決定に際しては、正味

・経営情報をより適時適切に把握 ・機構の経営管理・活動管理の強 現在価値の算出による意思決定及び支社

する等、機構の経営管理・活動 化を図るため、支社等における 等における財務書類を用いた執行管理を

管理の強化を図るため、管理会 財務書類を用いた執行管理等、 継続実施した。

計を活用する。 管理会計の一層の充実を図る。

(４)組織形態の見直し (４)組織形態の見直し 国における独立行政法人の見直し等に

・「独立行政法人整理合理化計画 ・「独立行政法人の抜本的な見直 係る検討状況に留意しつつ、国土交通省 今後、報告書の内容に沿った業

」に基づき、政策目的に沿って しについて」（平成２１年１２ に設置された「独立行政法人都市再生機 務 の見直し等を着実に図っていく

業務の見直しを行った上で、こ 月２５日閣議決定）を踏まえ、 構のあり方に関する検討会」の報告書の とともに、取組状況を国民に対し

れらの業務に即した組織形態の 政策目的に沿って業務の見直し 内容に沿って，業務の見直し等の検討を て分かりやすく公表していく必要

検討結果を受けて、適切に対応 を行うとともに、適切に対応す 進めた。 がある。

する。 る。

以上のことを総合して、業務運営の効

率化に向けて着実な実施状況にあると認
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められる。

２ 適切な事業リスクの管理等 ２ 適切な事業リスクの管理等 Ａ

(１)事業リスクの管理 (１)事業リスクの管理 新規事業着手段階の１４地区すべての

・機構が参画することにより、地 ・的確な事業リスクの管理を行う 経営計画等の策定に際しては、平成１７

方公共団体や民間事業者のみで ため、平成２２年度においては 年度に導入した事業リスク管理手法及び

は実施困難な都市再生のための 、以下の取組を引き続き実施・ 平成２０年度に見直した様式を用いて、

事業を推進させる際には、的確 徹底する。 また、事業実施段階（４／１時点事業執

な事業リスクの把握・管理を行 行管理対象 ２８４地区）のすべての事

うことが必要であり、採算性を 業については、平成１７年度に導入した

考慮した上で、以下の取組を徹 事業リスク管理手法を用いて、個別事業

底する。 毎に事業リスクへの対策をとった。

また、事業リスク管理の精度向上に向

①新規事業の着手に当たっては、 ①新規事業の経営計画等の策定に けて平成２１年度から運用開始された、

機構が負うこととなる事業リス 際しては、以下の方法により個 リスク管理調書については、平成２２年

クについて、事業期間、地価、 別事業毎に事業リスクへの対策 度は引き続き実施を徹底した。

工事費、金利等の変動リスクを をとることとする。

十分に踏まえた経営計画等を策 イ事業リスクの抽出

定の上で、事業着手の可否を判 ・事業期間中に発生する可能性の

断する。 ある、事業期間、地価、工事費

等の変動リスクを抽出する。

ロ事業リスク軽減方策とリスク分

担の検討

・抽出したリスクに対して、軽減

するための措置を検討するとと

もに、リスクの種別等に応じて

地方公共団体、民間事業者等と

の適切なリスク分担を図る。

ハ経営計画等の策定

・正味現在価値の算出等により、

機構が負うこととなる事業リス

クを踏まえた経営計画等を策定

し、事業着手の可否について判

断する。

・デシジョンツリーの作成により

、事業見直しの基準とリスクの

発生が予想される時期等を明確

にし、その時期において必要に

応じ事業計画の見直しを行うこ
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とができる計画とする。

②事業着手後においても、事業を ②事業の実施に当たっては、引き

実施中のすべての地区において 続き、事業資産の販売先の早期

、毎年、定期的な事業リスクの 確定、民間との共同事業化等、

管理を行うことと併せて、土地 事業リスクを軽減するための措

取得・事業計画策定・工事着工 置を可能な限り講ずる。

・土地譲渡等の事業の各段階に

応じて、採算見通し、事業リス ③事業実施中のすべての地区にお

クを定量的に把握することとし いて、事業執行管理調書を用い

、適宜、その精度の向上を図る て、定期的な採算見通し、事業

ために事業リスクの管理手法等 リスクのモニタリングを行い管

の見直しを行う。必要に応じて 理する。また、デシジョンツリ

事業の見直しを行い、特に不採 ーにおいて示された土地取得・

算事業については、徹底的な見 資金調達・事業計画策定・工事

直しを行う。 着工・土地譲渡等の事業の各段

階に応じ、事業リスクを引き続

き定量的に把握して管理する。

その結果、事業見直しが必要と

判断される地区については、事

業見直しを行い、特に不採算事

業については、徹底的な見直し

を行う。

・また、事業見直しの可能性を十

分考慮し、見直しを行う必要性

の有無を確認する時期を予め明

確にするとともに、その基準を

個々に定める進め方とする。

(２)事業評価の実施 (２)事業評価の実施 平成２２年度は、新規採択時評価７件

・個別事業の効率性及びその実施 ・同左 、再評価２８件、事後評価２件を実施し

過程の透明性の一層の向上を図 た。事業評価については、機構独自の実

るため、引き続き、機構独自の 施要領等に基づき、事業毎に事業の必要

実施要領等に基づき、対象とな 性、費用対効果等について評価を行い事

る事業毎に事業の必要性、費用 業見直しを行った。

対効果、進捗の見込み等につい 再評価及び事後評価の実施に当たって

て評価を行い、必要に応じて事 は、学識経験者等の第三者から構成され

業の見直しを行うほか、継続が る事業評価監視委員会の審議の結果を踏

適当でない場合には事業を中止 まえ、機構の対応方針を決定し、公表し

する等の対応方針を定める。 た。
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・また、再評価及び事後評価の実

施に当たっては、学識経験者等 以上のことを総合して、適切な事業リ

の第三者から構成される事業評 スクの管理等について着実な実施状況に

価監視委員会の意見を聴くもの あると認められる。

とし、審議の結果を踏まえた機

構の対応方針については、これ

を公表する。

３一般管理費・事業費の効率化 ３一般管理費・事業費の効率化 Ｓ 一般管理費については、日常的な経費

・業務運営全体の効率化を図るこ 業務運営全体の効率化を図り、 の一層の節減に全社的に取り組み、また

となどにより、一般管理費（人 一般管理費（人件費、公租公課 、宿舎の廃止による維持管理費の削減等

件費、公租公課等の所要額計上 等の所要額計上を必要とする経 の取組みを着実に推進したことにより、

を必要とする経費及び特殊要因 費及び特殊要因により増減する 平成２０年度と比較し１９．１％の削減

により増減する経費を除く。） 経費を除く。）について、中期 を行い、事業費については、事業コスト

について、第一期中期目標期間 計画の達成に向け、削減を行う の縮減、賃貸住宅管理コストの削減及び

の 最 終年 度 （平 成 20年度）と 。 不採算事業の見直し等により、平成２０

中期目標期間の最終年度（平成 年度と比較し、９．１％の削減を行って

25年度）を比較して20％以上 おり、高く評価できる。

削減する。

・また、事業費（公租公課、敷金 ・また、事業費（公租公課、敷金

保証金払戻金を除く。）につい 保証金払戻金を除く。）につい

て、第一期中期目標期間の最終 て、中期計画の達成に向け、削

年 度 （平 成 20年 度） と中期目 減を行う。

標 期 間の 最 終年 度 （平成 25年

度 ） を比 較 して 20％ 以上削減

する。

４総合的なコスト構造の改善 ４総合的なコスト構造の改善 総合的なコスト構造の改善については

・平成20年 度に策定した「都市 ・平成 年度における「総合コ 、大規模発注方式（大括り化による発注２４

機構事業コスト構造改善プログ スト改善率」 ％達成（対平 方式）や、「設計・施工一括発注方式」１５

ラム」に基づき、具体的な施策 成 年度比）に向けて以下の 、建築工事における積算運用の見直し、１９

を着実に推進し、中期目標期間 取組を実施し、コスト構造の改 スライドの適用、土木工事における「枠

中 の 平成 24年 度 にお いて、平 善状況を確認する。 組協定一括発注方式」などの取組みによ

成19年度と比較して15％の総 ①事業のスピードアップ り、平成１９年度と比較し８．０％の改

合コスト改善率を達成する。 ②計画・設計・施工の最適化 善を行っている。

③維持管理の最適化

④調達の最適化 以上のことを総合して、一般管理費・

事業費の効率化について優れた実施状況

にあると認められる。
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５入札及び契約の適正化の推進 ５入札及び契約の適正化の推進 Ａ 平成２１年１１月１７日の閣議決定「 一者応札・一者応募の場合に実

・入札及び契約手続における透明 ・一般競争入札の拡大、入札結果 独立行政法人の契約状況の点検・見直し 施 している再公募についても、そ

性の確保、公正な競争の確保、 等の公表の拡大、低入札価格調 について」に基づき、監事及び外部有識 の 結果が競争的になっているのか

不正行為の排除の徹底等を推進 査の拡大を図るなど、入札及び 者で構成する「契約監視委員会」におけ の 確認を契約監視委員会において

するとともに、平成19年12月 契約手続きにおける透明性の確 る競争性のない随意契約や一般競争入札 しっかり行う必要がある。

に策定した「随意契約見直し計 保、公正な競争の確保、不正行 等で一者応札等となった契約についての

画」を着実に実施し、その取組 為の排除の徹底等をより一層推 点検結果を踏まえ、新たな「随意契約等 なお、競争化を図った業務につ

状況をホームページで公表する 進する。 見直し計画」（平成２２年６月公表）を い ては、適正な業務の質を確保す

。 ・「随意契約見直し計画」に基づ 策定し、これに基づく取組みを実施した る ため、事業者の業務実績を的確

く取組を引続き着実に実施する 。 に 評価し、必要に応じて、その結

とともに、その取組状況につい 平成２２年度においても随意契約の見 果 を仕様書等に反映していく取組

てホームページを通じて公表す 直しに係る取組みを着実に実施し、競争 み を継続的に行っていくことが重

るとともに、「独立行政法人の 性のない随意契約について平成２０年度 要である。

契約状況の点検・見直しについ ８６６億円あったものを３８４億円まで

て」（平成２１年１１月閣議決 削減した。

定）に基づき、監事及び外部有 さらに、一般競争入札等の実施に当た

識者で構成する契約監視委員会 っては、一者応札・一者応募となる恐れ

における競争性のない随意契約 がある契約について、より一層の競争性

や一般競争入札等で１者応札等 を確保するため、その推測される要因を

となった契約についての点検結 踏まえ、情報提供の拡充、公告等期間の

果を踏まえ、新たな「随意契約 十分な確保、応募要件の緩和、仕様書の

等見直し計画」を策定し、その 充実、業務準備期間の確保、再公募の実

取組を実施する。 施など可能な限り改善方策を実施した。

・また、入札・契約の適正な実施 ・また、入札・契約の適正な実施 なお、随意契約については、随意契約

について、監事の監査によるチ について、監事の監査によるチ 等見直し計画に基づき、随意契約による

ェックを受けるものとする。 ェックを受ける。 ことが真にやむを得ないもの及び過去に

締結した協定等に基づき随意契約によら

ざるを得ないものを除き、平成２２年度

をもって随意契約を完了し、一般競争入

札等に移行した。

以上のことを総合して、入札及び契約

の適正化の推進に向けて着実な実施状況

にあると認められる。
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６業務・システム最適化の実現 ６ 業務・システム最適化の実現 業務・システム最適化計画に沿って、－

・「独立行政法人等の業務・シス ・「独立行政法人等の業務・シス 経理業務については汎用パッケージソフ

テム最適化実現方策」（平成1 テム最適化実現方策」（平成1 トウェアの活用によるシステム基盤の見

7年6月29日各府省情報化統括 7年6月29日各府省情報化統括 直しを含むシステム開発を実施し、入居

責任者(CIO)連絡会議決定）に 責任者(CIO)連絡会議決定）に ・退去管理等業務、団地維持・活用業務

基づき平成19年 度に策定した 基 づき平成19年度に 策定した 及び宅地管理等業務については、新経理

「業務・システム最適化計画」 「業務・システム最適化計画」 システムとの新たなデータ連携機能の構

を実施し、機構の主要な業務・ に沿って、対象となる業務・シ 築を目的とするシステム改修を実施した

システムの最適化を図る。 ステムについて、平成２２年度 。これにより対象システムの最適化計画

・これまで、昭和40年 代に構築 末までに最適化計画を達成する を達成した。

したシステムを基盤として、こ 。

れに改良を加えてシステムを運 ＜１ 業務運営の効率化と併せて評価＞

営してきたが、業務・システム

最適化を契機として、より一層

の業務運営の効率化・合理化を

図るため、必要なシステム基盤

を抜本的に見直すこととする。

・また、業務・システム最適化計

画におけるシステムの見直しと

連携を図った業務プロセス改善

の取組により、機構全体の経営

管理の向上を図る。

・これと連携して業務プロセス改

善の取組により、機構全体のさ

らなる経営管理の向上を図る。

Ⅲ予算（人件費の見積りを含む。 Ⅲ予算（人件費の見積りを含む。 Ａ

）、収支計画及び資金計画 ）、収支計画及び資金計画

１繰越欠損金の削減 １繰越欠損金の削減 平成２２年度も経営改善計画における

・繰越欠損金の早期解消を図るた ・繰越欠損金の解消に向け、キャ 取組項目を着実に実行することにより、

め、「独立行政法人整理合理化 ッシュフローの改善、バランス 繰越欠損金を約４４５億円削減した。

計画」及び「規制改革推進のた シートの改善及び組織のリスト

めの３か年計画（改定）」（平 ラについて、経営改善計画等を

成20年3月25日閣議決定）等 着実に実行することにより、繰

を踏まえて見直した経営改善計 越欠損金を削減する。

画を着実に実行し、中期目標期

間中に2,200億円削減する。

２財務体質の強化 ２財務体質の強化 財務体質の強化については、新規投資
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財務基盤の強化を図り、有利子 同左 計画の決定に当たり、事業リスク抽出を

負債の削減を進めるため、次の 行い、軽減方策等を講じた上で「正味現

ような取組を行う。 在価値」を算出し投資の重点化を図った

・新規投資の重点化を図るととも 。平成２２年度に新規の投資計画を決定

に、採算性に問題のあるプロジ した地区は１４地区であり、平成２１年

ェクトについては、事業の見直 度と比べ１０地区も減少させ、投資の重

しを行った上で、用地の処分も 点化の成果を出した。

含めてできる限り速やかに完了 また、事業見直しにより事業中止等と

させ、有利子負債の削減を図る なった地区のうち４地区について用地の

。 処分を実施した。敷地の供給、賃貸住宅

・投下資金の回収を促進し、キャ の管理等による収入は１兆２，０９０億

ッシュフローの確保・改善を図 円となり、年度計画には１７７億円届か

りつつ、事業執行管理の徹底に なかったが、業務活動等による支出は９

一層努めるとともに、金利負担 ，５２６億円となり、年度計画を１，２

を低減するための効率的な資金 ０７億円下回っている。

管理を行い、保有コストの適正

化を図る。

３保有資産の見直し ３保有資産の見直し 保有資産の見直しについては、以下の

・事務所等の次に掲げる保有資産 ・同左 とおり、再編計画を策定し、処分の検討

について、資産の有効活用の観 及び処分等を適切に行っている。

点から、金融・不動産市場の状

況の変化を踏まえ、機構経営に

及ぼす影響についても留意しつ

つ、売却等の検討を行い、その

結果を踏まえて処分促進を図る

。

・事務所、倉庫については、平成 ・事務所、倉庫については、策定 事務所については、平成２１年度に策

21年度 末 まで に 策定 する再編 した再編計画に基づき、不要と 定した再編計画に基づき、千葉ニュータ

計画に基づき、不要となるもの なるものについて、処分手続き ウン事業本部の一部敷地等２件について

について処分を行う。その際、 を行う。 処分を実施した。また、本社及び新宿ア

本社及び新宿アイランドタワー なお、本社及び新宿アイランド イランドタワーについては、リースバッ

については、リースバックでの タワーについては、不動産市況 クでの対応に加え、コスト削減の観点か

対応も含めて検討する。 等の動向を見据え、リースバッ ら処分・移転についても検討に着手した

クを含めた処分の検討を行い、 。

適切に対応する。 倉庫については、平成２１年度に策定

した再編計画において処分の対象となっ

た２物件のうち１物件について用途を廃

止した。
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・研修センターについては、研修 ・研修センターについては、不動 研修センターについては、見直しの基

の必要性、経済合理性等を十分 産市況等の動向を見据えながら 本方針を踏まえ、早期に処分することと

考慮し、そのあり方について、 処分方法の検討を行い、適切に し、平成２３年度内の公募開始に向け、

平 成 21年 度末 ま でに 検討を行 対応する。 募集条件等の検討に着手した。

い、適切に対応する。

・証券化対象割賦債権の対象拡大 ・同左 証券化対象割賦債権の対象拡大につい

に関しては、経済合理性を考慮 ては、主要債権のうち平成20年度の検

の上、金融市場の動向・証券化 討で証券化に係る一定の適性が認められ

商品市場全体の需要動向を慎重 た債権について経済合理性の比較検討を

に見据えながら検討を行い、適 行ったが、現在の市場環境において証券

切に対応する。 化は不利との結果を得た。

・ 宿 舎 につ い ては 、 平成20年度 ・宿舎については、策定した再編 宿舎については、平成２０年度に策定 未だ宿舎の保有戸数は多いので

に策定した新たな再編計画に基 計画に基づき、不要となるもの した計画に基づき、集約化や売却を進め は ないかと考えられることから、

づき、不要となるものについて について、順次廃止・処分手続 、鶴川第一職員宿舎など５件を処分した 国 民の理解が得られるよう、不要

、順次廃止・処分手続きを行う きを行う。 。 なものについては早期に廃止・処

。 分手続きを進めていく必要がある

。

・賃貸事業用事務所等施設につい ・賃貸事業用事務所等施設につい 賃貸事業用事務所等施設については、

ては、不動産市況を勘案しつつ ては、処分計画に基づき、不動 平成２０年度に策定した計画の着実な実

、従前権利者との関係等売却の 産市況を勘案しつつ、従前権利 施を図り、一件の公募手続きを実施した

前提条件が整理された物件から 者との関係等売却の前提条件を が、入札の不調により処分に至らなかっ

随時売却を進める。 整理した物件から随時売却を進 た。

める。

・居住環境整備賃貸敷地（民間供 ・同左 居住環境整備賃貸敷地については、平

給支援型を除く。）については 成２０年度に策定した調整・判断基準に

、借地人からの買受けの申し出 基づき売却に努めることとしているが、

があり、敷地利用上の制限がな 買受けの申し出はなかった。

く、地方公共団体等との必要な

調整が整ったものは売却を実施

する。

・分譲住宅団地内賃貸施設につい ・分譲住宅団地内賃貸施設につい 分譲住宅団地内賃貸施設については、

ては賃借人の意向等を踏まえつ ては、処分計画に基づき、賃借 平成２０年度に策定した計画の着実な実

つ、売却等処分を推進する。 人の意向等を踏まえつつ、売却 施を図り、１件の譲受人の公募を開始し

等処分を推進する。 た。また、別の１件については、隣接す

る分譲住宅団地管理組合に時価での買取

りを打診したが、現段階で買取りはでき

ない旨の回答があったため、当分の間機

構において保有することとした。
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融資等事業以外の債権のうち貸付金に

ついては、機構法１７条（附則第１２条

第７項の規定による読替えを含む）に基

づき、業務運営の効率化、提供するサー

ビスの質の向上等を図るために特に必要

がある場合において、国土交通大臣の認

可を受けて、事業の実施により機構が建

設した事務所、店舗等の用に供する施設

の管理に関する業務等を行う会社に対し

て貸付けを行っている。

特許については、第三者からの権利侵

害の訴えを予防するための防衛を目的と

して取得している。

４宅地造成等経過勘定に係る政府 ４宅地造成等経過勘定に係る政府 宅地造成等経過勘定に係る政府保証の

保証の付与 保証の付与 付与については、政府保証債の発行によ

・宅地造成等経過勘定において政 ・宅地造成等経過勘定において政 り、２,８00億円を調達した。

府保証を付した調達（原則とし 府保証を付した調達（原則とし

て 政 府保 証 債） は 、平成 24年 て政府保証債）については、中 以上のことを総合して、予算（人件費

度末までに償還を終えることと 期計画を踏まえ、適切に実施す の見積りを含む。）、収支計画及び資金

し、残高1.1兆円程度を限度と る。 計画について、着実な実施状況にあると

する。 認められる。

５予算 ５予算

別表１のとおり。 別表１のとおり。

６収支計画 ６収支計画

別表２のとおり。 別表２のとおり。

７資金計画 ７資金計画

別表３のとおり。 別表３のとおり。

Ⅳ短期借入金の限度額 Ⅳ短期借入金の限度額

・ 短 期 借 入 金 の 限 度 額 ： 4,600 ・同左 －

億円

・想定される理由 ： ・同左

・予見しがたい事由による一

時的な資金の不足に対応す
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る。

・運転資金として機動的に運

用することにより、金利の

低減を図る。

Ⅴ重要な財産を譲渡し、又は担保 Ⅴ重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、その に供しようとするときは、その ー

計画 計画

・該当なし。 ・同左

Ⅵ剰余金の使途 Ⅵ剰余金の使途

・剰余金は予定していない。 ・同左 －

Ⅶその他主務省令で定める業務 Ⅶその他主務省令で定める業務

運営に関する事項 運営に関する事項 ー

１施設及び設備に関する計画 １施設及び設備に関する計画

・該当なし。 ・同左

２人事に関する計画 ２人事に関する計画 Ａ

(１)方針 方針(1)

・職員数の計画的削減に取り組み ・同左 人事評価制度の適切な運用を図るため

つつ、業務内容に応じて必要な 、管理職及び一般職員に対して引き続き

人員を確保し、人員の適正な配 研修を実施するとともに、機構の理念に

置により業務運営の効率化を図 即した人材の育成のため、ＣＳ向上やコ

る。 ンプライアンス等に関する研修、都市再

・職員のインセンティブを確保し ・これまでに引き続き、人事評価 生業務や経営・財務、資格取得促進に関

、組織の活性化を図るため、個 制度の適切な実施に努める。 するセミナーの開催等が行われている。

々の職員の勤務成績及び法人の

業務実績を給与・特別手当に反

映させる現行の人事評価制度に

ついて、より一層適切な運用を

図る。

・機構の企業理念に即した人材を ・これまでに引き続き、専門的技

育成するため、人事評価制度と 術力及びノウハウの養成に努め

連携した職場内研修（ＯＪＴ） 、機構の企業理念に即した人材

や職場外研修の実施と併せ、多 育成に努める。

様な業務の経験を通じて、専門

的技術力及びノウハウの習得・
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承継を図る。

・さらに、自己啓発援助の充実等 ・同左

により、公的資格等取得の促進

を図ることで、職員の総合的な

知識・能力の向上に努める。

(２)人員に関する指標 (２)人員に関する指標 平成2２年度末の職員数を3,８０0人 将来的に組織の活力やノウハウ

・ 平成13年度末の常勤職員数4, ・第一期中期目標期間の最終年度 以下とする目標に対して3，７７２人ま を 維持していくためには、年齢構

970人の2割にあたる約1,000 末 （ 平 成 20年 度 末 ） に お け る で人員削減を行っている。 成 のバランスやまちをマネジメン

人を計画的に削減し、第一期中 常勤職員数4,000人。平成2２ ト できる人材などの専門職の育成

期目標期間の最終年度末（平成 年度末における常勤職員数3,８ 等 についての人事ポリシーを明確

20年度 末 ）に お ける 常勤職員 ０0人以下。 にすべきである。

数は4,000人。

・「独立行政法人整理合理化計画

」を踏まえ、中期目標期間にお

いて、平成20年度末目標4,00

0人体制から中期目標期間の最

終 年 度末 （ 平成 25年 度末）ま

でに常勤職員数をさらに2割削

減する。

・なお、ニュータウン部門におい

て は 、平 成 25年 度末 までに工

事完了することを踏まえ、事業

の進捗に合わせて計画的に人員

の削減を図ることとし、平成1

3年度末の常勤職員数1,500人

を、中期目標期間の最終年度末

（ 平 成25年度 末 ）ま でに概ね

4分の1とする。

(３)総人件費改革の取組 (３)総人件費改革の取組 総人件費改革の取組みについては、平

・「簡素で効率的な政府を実現す ・「簡素で効率的な政府を実現す 成１８年度と比較し５％以上の削減目標

るための行政改革の推進に関す るための行政改革の推進に関す の と こ ろ 、 １ ２ .５ ％ の 削 減 を 行 っ て お

る法律」（平成18年法律第47 る法律」（平成18年法律第47 り、目標を上回る削減が実施されている

号）に基づく総人件費改革に、 号）に基づく総人件費改革に引 。

引き続き取り組み、また、「経 き続き取り組む。このため、平

済財政運営と構造改革に関する 成 18年 度 か ら ５ 年 間 で 人 員 に

基 本 方 針 2006」 （ 平 成 18年 ついて５％以上の削減を行うと

7月7日 閣 議決 定 ）に 基づき、 する取組を継続するとともに、

平 成 23年 度ま で 総人 件費改革 上記（２）の人員に関する指標
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の取組を継続する。 を達成する。

・これらの趣旨を踏まえ、平成1

8年度から5年間で人員につい

て5％以上の削減を行うことに

加え、中期目標期間において、

平成20年度末目標4,000人体

制から中期目標期間の最終年度

末 (平 成 25年 度 末 )ま で に 常 勤

職員数をさらに2割削減すると

いう人員削減目標を達成する。

(４)給与水準の適正化等 (４)給与水準の適正化等 職員給与については、新たな給与体系 ラスパイレス指数については、

・国家公務員の給与構造改革を踏 ・同左 （年功的な給与上昇を抑制し、職務・職 国 家公務員の水準を大きく上回っ

まえて、役職員の給与について 責に応じた給与体系）の継続的な運用を て いるため、機構が講ずる措置を

、引き続き、必要な見直しを進 進めるとともに、業務の見直しと併せて 着 実に実施することに加え、手当

める。併せて、給与水準につい 組織のスリム化を進め、管理職数を削減 を 含めた役職員給与の在り方につ

て検証を行い、適正化に取り組 すること等により、給与水準の適正化が い て厳しく検証した上で、国民の

むとともに、検証結果及び取組 図られているが、「独立行政法人の役職 理 解と納得が得られるよう更なる

状況については公表を行う 員の給与等の水準（平成２２年度）」の 改 善に抜本的に取り組む必要があ

対国家公務員指数については、年齢・地 る。

域・学歴を勘案した実質的な指数は１１ なお、機構が行うまちづくり事

２．４（平成２１年度：１１３．０）と 業 等は、職員一人ひとりの経験や

漸減しているものの、依然として国家公 能 力を最大限に活かし実施してい

務員と比べ給与水準は上回っている。 く 必要があり、職員のインセンテ

以上のことを総合して、人事に関する ィ ブを確保し、組織の活性化を図

計画について、着実な実施状況にあると る ためには、職務・職責や業績を

認められる。 反 映した給与体系の更なる徹底に

取り組む必要がある。

３関係法人に係る取組 ３関係法人に係る取組 Ａ

・機構と関係法人との契約及び人 ・同左

的関係に係る透明性の確保並び

に機構のコスト削減への寄与の

観点から、以下の取組を実施す

る。

(１)随意契約の見直し (１)随意契約の見直し 随意契約については、随意契約等見直

・関係法人との随意契約について ・関係法人との随意契約について し計画に基づき、随意契約によることが

は、「随意契約見直し計画」に は、競争性のある契約方式への 真にやむを得ないもの及び過去に締結し

基づき、原則、すべて競争性の 移行を図るよう、「随意契約見 た協定等に基づき随意契約によらざるを
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ある契約方式への移行を図る。 直し計画」に基づく取組を着実 得ないものを除き、平成２２年度をもっ

に実施するとともに、さらなる て随意契約を完了し、一般競争入札等に

見直しとして、移行時期の前倒 移行するなど、更なる随意契約の見直し

しやより競争性の高い一般競争 を行った。この結果、平成２０年度には

入札（総合評価方式を含む）を ４４６億円あった関係法人との随意契約

実施する。 を１９９億円まで削減した。

(２)剰余金の還元等 －

・関係会社の剰余金を含めた自己

資本水準の検証結果を踏まえ、

同業種よりその水準が高い日本

総合住生活株式会社の利益準備

金以外の剰余金については、他

の株主等の利害関係者の同意を

得るなど調整を進め、機構への

金銭の寄附 等により、平成21

年度に機構の政策目的にふさわ

しい活用方策を講ずる。

(３)関係会社の整理合理化 (２)関係会社の整理合理化 関係会社の整理合理化については、（ 関係会社に おける事業の必要性

・関係会社については、機構以外 ・同左 株）いわきニュータウンセンターの機構 及 び効率性を良く吟味し、株式所

の株主である地方公共団体等の 保有株式を売却し、関連会社を１社削減 有 の必然性、合理性を精査してほ

理解を得つつ、経営合理化の観 した。 しい。

点からの統合等に努めるととも

に、経営が安定し出資目的を達

成した会社の株式売却に努める

(４)関連公益法人の見直し (3)関連公益法人の見直し （財）住宅管理協会に委託していた機 平成２５年１１月までに公益又

・財団法人住宅管理協会について ・機構の管理業務の受託を主な業 構賃貸住宅の管理等業務について、競争 は 一般法人へ移行しなければなら

は、事業の公益性の点検も含め 務としている財団法人住宅管理 性のある契約方式へ移行し、さらに同協 な いが、公益認定の可否に関わら

全面的な事業内容の見直しを行 協会については、機構のガバナ 会について、組織形態の見直しに着手し ず 、事業の必要性及び効率性をよ

い、組織形態を見直すとともに ンスの強化、連結決算など透明 た。 く吟味する必要がある。

、主として同協会に委託してい 性の確保を図る観点からの組織 また、（財）つくば都市交通センター

るＵＲ賃貸住宅の管理等業務に 形態の見直しを、機構の見直し については、機構との債権債務関係が解

ついて、内部化するもの等を除 と併せて検討する。 消されたことを受け、関連公益法人では

き、競争性の高い契約形態への なくなった。

移行を図ることとし、居住者の

利益に資することについて十分
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な 説 明に 努 めつ つ 、平成 21年

度 に 試行 実 施、 平 成22年度に

本格実施を行い、機構との関係

の透明性を高める。

U・また、平成21年 度における同 ・また、同協会に委託している

協 会 への 支 出額 を 、平成 18年 Ｒ賃貸住宅の管理等業務につい

度と比較して3割削減する。 て、平成２１年度に試行的に競

争化した業務の実施状況等を踏

まえ、競争性のある契約方式へ

の移行を本格実施する。

・その他の関連公益法人について ・その他の関連公益法人について

は、公益法人制度改革における は、公益法人制度改革における

当該法人の見直し状況を踏まえ 当該法人の見直し状況を踏まえ

つつ、機構との関係の整理に努 つつ、機構との関係の整理に努

める。 める。

(５)関係法人との関係に係る透明 (５)関係法人との関係に係る透明 関係法人との関係に係る透明性確保の

性確保のための情報開示 性確保のための情報開示 ため、「独立行政法人から関係法人への

・関係法人との間における人と資 ・同左 補助・取引及び再就職の状況の概要」を

金の流れについて透明性を確保 機構ホームページ上において情報開示し

するため、機構から関係法人へ た。

の再就職の状況及び機構と関係

法人との間の補助・取引等の状 以上のことを総合して、関係法人に係

況について、引き続き、一体と る取組みについて着実な実施状況にある

して情報開示を実施する。 と認められる。

４中期目標の期間を超える債務負 ４中期目標の期間を超える債務負

担 担 ー

・中期目標期間中の事業を効率的 ・当該事業年度には、次期中期目

に実施するために、次期中期目 標期間にわたって契約を行う予

標期間にわたって契約を行うこ 定はない。

とがある。

５独立行政法人都市再生機構法（ ５独立行政法人都市再生機構法（

平 成 15年法 律 第100号 ） 第3 平成15年法律第100号）第3 ー

3条第2項（附則第12条第7項 3条第2項（附則第12条第7項

の規定により読み替えて適用す の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）に規定する積 る場合を含む。）に規定する積

立金の使途 立金の使途

・なし。 ・同左
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＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。

ＳＳ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。

Ｓ ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。

Ａ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。

Ｂ ：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。

Ｃ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。

・必要な場合には、右欄に意見を記入する。
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総合的な評定

業 務 運 営 評 価（実施状況全体）

総 合 評 価

（ 法 人 の 業 務 の 実 績 ）

都 市 再 生 機 構 の 平 成 2２ 年 度 に お け る 中 期 計 画 の 実 施 状 況 は 、 以 下 の 点 を 総 合 的 に 勘 案

す れ ば 、 中 期 目 標 の 達 成 に 向 け て 着 実 な 実 施 状 況 に あ る と 評 価 で き る 。

都 市 再 生 業 務 に つ い て は 、 地 方 都 市 等 の 中 心 市 街 地 の 活 性 化 や 密 集 市 街 地 の 整 備 改 善

に 資 す る コ ー デ ィ ネ ー ト に 積 極 的 に 取 り 組 む と と も に 、 市 街 地 再 開 発 事 業 、 土 地 区 画 整

理 事 業 等 の 各 種 事 業 制 度 の 活 用 等 に よ り 、 引 き 続 き 、 民 間 事 業 者 を 都 市 再 生 に 誘 導 す る

た め の 基 礎 的 条 件 整 備 （ 面 的 整 備 ） を 実 施 す る な ど 、 公 の 政 策 目 的 に 資 す る 都 市 再 生 の

取 組 み を 着 実 に 推 進 し て い る 。

賃 貸 住 宅 業 務 に つ い て は 、 高 齢 者 ・ 子 育 て 世 帯 等 に 対 す る 優 先 入 居 や 低 所 得 の 高 齢 者

世 帯 等 に 対 す る 家 賃 減 額 の 継 続 的 な 措 置 、 団 地 内 へ の 福 祉 施 設 等 の 積 極 的 な 誘 致 な ど 、

住 宅 セ ー フ テ ィ ネ ッ ト と し て の 役 割 へ の 重 点 化 を 積 極 的 に 進 め て い る こ と は 高 く 評 価 で

。 さ ら に 、 「 Ｕ Ｒ 賃 貸 住 宅 ス ト ッ ク 再 生 ・ 再 編 方 針 」 に 基 づ く 団 地 再 生 等 の 取 組 みき る

に つ い て も 、 個 別 地 区 の 整 備 方 針 に 係 る 協 議 ・ 調 整 や 、 着 手 計 画 の 見 直 し を 戦 略 的 に 行

っ た 結 果 、 ス ト ッ ク 再 編 着 手 、 ス ト ッ ク 削 減 を 着 実 に 推 進 し て い る 。 ま た 、 団 地 マ ネ ー

ジ ャ ー を 設 置 し 、 団 地 単 位 で 戦 略 的 経 営 を 開 始 し た こ と は 興 味 深 い 取 組 み で あ る 。

ニ ュ ー タ ウ ン 業 務 に つ い て は 、 不 動 産 市 況 の 低 迷 が 続 く 中 、 年 度 計 画 を 下 回 る 供 給 ・

処 分 実 績 と な っ た こ と は あ る 程 度 や む を 得 な い が 、 中 期 計 画 の 目 標 達 成 に 向 け て 今 後 更

な る 供 給 ・ 処 分 を 行 う ボ リ ュ ー ム や タ イ ミ ン グ の 見 極 め が 重 要 に な る こ と か ら 、 工 夫 を

凝 ら し た 戦 略 を 立 て て い く 必 要 が あ る 。

業 務 遂 行 に 当 た っ て の 取 組 み に つ い て は 、 特 に 、 二 酸 化 炭 素 排 出 量 の 大 幅 な 削 減 を 行

う な ど 環 境 負 荷 の 低 減 に 向 け て 優 れ た 実 施 状 況 に あ る 。

業 務 運 営 の 効 率 化 に つ い て は 、 内 部 統 制 の 強 化 に 向 け た 取 組 み 、 発 注 方 式 の 見 直 し 等

に よ る 総 合 的 な コ ス ト 構 造 の 改 善 な ど を 着 実 に 推 進 し て い る ほ か 、 特 に 一 般 管 理 費 の 大

入 札 及 び 契 約 の 適 正 化 に つ い て幅 な 削 減 を 行 っ て い る こ と は 高 く 評 価 で き る 。 ま た 、

は 、 平 成 ２ １ 年 に 12月 に 設 置 し た 「 契 約 監 視 委 員 会 」 に お け る 点 検 結 果 を 踏 ま え 、 新 た

随 意 契 約 に よ る こ と が 真 に や むな 「 随 意 契 約 等 見 直 し 計 画 」 を 平 成 22年 6月 に 策 定 し 、

を 得 な い も の 及 び 過 去 に 締 結 し た 協 定 等 に 基 づ き 随 意 契 約 に よ ら ざ る を 得 な い も の を 除

 
評点の分布状況（項目数合計：２０項目）              （２０項目） 

ＳＳ ０項目  
Ｓ ３項目  
Ａ １６項目  
Ｂ １項目  
Ｃ ０項目  
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き 、 平 成 ２ ２ 年 度 を も っ て 随 意 契 約 を 完 了 し 、 一 般 競 争 入 札 等 に 移 行 す る な ど 、 更 な る

随 意 契 約 の 見 直 し を 着 実 に 推 進 し て い る 。

財 務 状 況 に つ い て は 、 平 成 2２ 年 度 決 算 に お い て 、 繰 越 欠 損 金 を 445億 円 削 減 し 、 有 利

子 負 債 を 約 2 , 7 0 0 億 円 削 減 す る な ど 、 経 営 改 善 計 画 の 着 実 な 進 捗 が 図 ら れ て い る 。 ま

た 、 保 有 資 産 の 見 直 し に つ い て も 、 不 動 産 市 況 の 動 向 等 も 勘 案 し な が ら 、 処 分 の 検 討 及

び 処 分 等 を 適 切 に 行 っ て い る 。

人 員 削 減 や 総 人 件 費 の 抑 制 に つ い て は 、 目 標 を 超 え る 進 捗 が 図 ら れ て い る が 、 機 構 の

ま た 、ラ ス パ イ レ ス 指 数 に つ い て は 、 依 然 と し て 、 国 家 公 務 員 の 水 準 を 上 回 っ て い る 。

関 係 法 人 と の 関 係 に つ い て は 、 随 意 契 約 の 見 直 し や 関 係 法 人 の 整 理 合 理 化 に 適 切 に 取 り

組 ん で い る 。

（ 課 題 ・ 改 善 点 、 業 務 運 営 に 対 す る 意 見 等 ）

平 成 ２ ２ 年 １ ０ 月 に 公 表 さ れ た 「 独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 の あ り 方 に 関 す る 検 討 会

報 告 書 」 及 び こ の 報 告 書 に 示 さ れ た 改 革 の 方 向 性 を 具 体 的 な 取 組 み と し て 平 成 ２ ３ 年 ７

月 に 公 表 さ れ た 「 独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 の 改 革 に 係 る 工 程 表 」 並 び に 行 政 刷 新 会 議

に 事 業 仕 分 け の 評 価 結 果 を 踏 ま え て 平 成 ２ ２ 年 １ ２ 月 に 閣 議 決 定 さ れ た 「 独 立 行 政 法 人

の 事 務 ・ 事 業 の 見 直 し の 基 本 方 針 」 を 受 け て 、 今 後 、 機 構 の 組 織 ・ 事 業 の 透 明 性 ・ 効 率

性 を 高 め る た め の 取 組 み を 着 実 に 進 め て い く 必 要 が あ る 。

業 務 運 営 に つ い て は 、 以 下 の 事 項 等 に 留 意 し た 取 組 み が 必 要 で あ る 。

・ 都 市 再 生 業 務 （ 特 に 、 地 方 都 市 等 の 中 心 市 街 地 の 活 性 化 ） に つ い て は 、 コ ー デ ィ ネ ー

ト の 成 果 を 検 証 す る 仕 組 み の 確 立 に 向 け た 取 組 み を 行 う こ と 。

・ 賃 貸 住 宅 業 務 は 、 機 構 が 自 立 的 に 持 続 可 能 な 経 営 を 行 う 上 で 基 幹 と な る 事 業 で あ り 、

そ の 収 益 性 の 維 持 ・ 向 上 を 図 っ て い く 取 組 み を 行 う こ と 。

・ ニ ュ ー タ ウ ン 用 地 に つ い て は 、 新 た な 発 想 の 用 地 利 用 （ 例 え ば 、 太 陽 光 発 電 、 風 力 発

電 等 の 再 生 エ ネ ル ギ ー の た め の 用 地 利 用 や こ れ ら の エ ネ ル ギ ー を 活 用 し た 団 地 形 成 ）

に つ い て も 検 討 し て い く こ と 。

・ 機 構 の ラ ス パ イ レ ス 指 数 に つ い て は 、 国 民 の 理 解 と 納 得 が 得 ら れ る よ う 、 更 な る 改 善

に 抜 本 的 に 取 組 む 必 要 が あ る 。 な お 、 機 構 が 行 う ま ち づ く り 事 業 等 は 、 職 員 一 人 ひ と

り の 経 験 や 能 力 を 最 大 限 に 活 か し 実 施 し て い く 必 要 が あ り 、 職 員 の イ ン セ ン テ ィ ブ を

確 保 し 、 組 織 の 活 性 化 を 図 る た め に は 、 職 務 ・ 職 責 や 業 績 を 反 映 し た 給 与 体 系 の 更 な

る 徹 底 の 取 組 み を 行 う こ と 。

今 般 の 東 日 本 大 震 災 は 、 日 本 の 住 宅 、 ラ イ フ ス タ イ ル 等 へ の 考 え 方 に か な り 根 本 的 な

変 化 を も た ら す こ と に な る も の と 考 え ら れ る 。 ま た 、 国 際 社 会 も ア メ リ カ の 不 況 や 中 国

の イ ン フ レ 等 再 び 構 造 変 革 期 を 迎 え て い る 。 機 構 の 業 務 の ス リ ム 化 に 向 け た 取 組 み に つ

い て は 順 調 に こ な さ れ て い る が 、 機 構 職 員 の モ チ ベ ー シ ョ ン を 維 持 す る た め に も 、 将 来

に 向 け 、 機 構 の 新 た な 社 会 的 役 割 や 国 際 貢 献 な ど の 新 し い 方 向 性 を き ち ん と 確 立 す べ き

で あ る 。

東 日 本 大 震 災 以 降 の 復 旧 ・ 復 興 の 過 程 で は 、 機 構 に お い て も 、 被 災 者 へ の 機 構 賃 貸 住

宅 の 提 供 、 応 急 仮 設 住 宅 建 設 用 地 の 提 供 や 建 設 支 援 要 員 の 派 遣 、 被 災 市 町 村 に お け る 復

興 計 画 の 策 定 時 に 係 る 技 術 支 援 な ど 、 機 構 の 役 割 を し っ か り と 自 覚 し た 対 応 が な さ れ て

い る こ と は 評 価 で き る 。 今 回 の 大 震 災 は 、 市 場 メ カ ニ ズ ム の 効 率 性 の 追 求 と 、 あ る 種 の

非 効 率 を 内 在 せ ざ る を 得 な い 公 的 な 組 織 の 公 共 性 の 追 求 の バ ラ ン ス の 重 要 性 を 再 度 認 識

さ せ る も の で あ り 、 今 後 、 社 会 全 体 で そ れ ぞ れ を 重 要 な 目 標 と し て 位 置 付 け 、 追 求 し 続

け る 多 様 性 を 確 保 す る こ と が 課 題 で あ る 。 機 構 に お い て も 、 今 後 な お 一 層 の 努 力 を 継 続

す る こ と を 期 待 す る 。

（ そ の 他 ）

業 務 実 績 報 告 書 に つ い て は 、 委 員 が 機 構 の 取 組 事 項 に 対 す る 理 解 を よ り 深 め て 業 務 実



- 41 -

績 の 評 価 が で き る よ う 、 説 明 や 資 料 が 不 足 し て い る 個 所 に つ い て 必 要 な 見 直 し を 行 う べ

き で あ る 。

総 合 評 定 （ 評 定 理 由 ）

（ SS, S, A, B, Cの ５ 段 階 ） 評 点 の 分 布 状 況 か ら し て 、 ほ と ん ど の 項 目 に お い て 、

中 期 目 標 の 達 成 に 向 け て 着 実 な 実 施 状 況 に あ る と 認 め ら

れ る た めＡ



別紙

実績 評価
①
【講ずべき措置】
　事務・事業全般の見直し及び機構の在り方の検討（事
務・事業全般について）
【平成22年度における取組状況】
○新たな経営改善計画については、本基本方針を踏ま
え、国土交通省が策定した「独立行政法人都市再生機構
の改革に係る工程表」に基づき、平成23年度内に策定す
べく準備を進めている。
○組織の見直しについては、「独立行政法人都市再生機
構のあり方に関する検討会報告書」における検討成果を
踏まえ、行政刷新会議と連携して検討を行うこととしてい
る。

　事務・事業の見直しについては、「独立行政法人都市再生機構のあり
方に関する検討会報告書」及び当該報告書に示された改革の方向性を
具体的な取組みとした「独立行政法人都市再生機構の改革に係る工程
表」に基づき、順次対応を開始したところである。
　今後、着実に取組みを実施するとともに、取組状況については適切な
情報公開を行っていく必要がある。

【講ずべき措置】
　都市再生事業実施に係る基準を明確化し、事業規模の
縮減（都市再生事業）
【平成22年度における取組状況】
○第三者委員会による検討を踏まえて新たな都市再生
実施基準（以下「新基準」という。）を作成し、平成23年度

　平成２３年度から新基準の運用が開始されており、今後、着実に運用し
ていくことが必要である。

総務省政独委「平成21年度における国土交通省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意見について」等への対応の実績及びその評価

○政府方針等
①「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成２２年１２月７日閣議決定）において、
「２２年度中に実施」又は「２２年度から実施」とさ
れている「講ずべき措置」の取組状況

②①以外の「独立行政法人の事務・事業の見直し
の基本方針」に掲げられている「講ずべき措置」に
ついて２２年度に実施した取組がある場合、その内
容

実施 準（以 新 準」 う。）を作成 、 成 年度
から運用を開始した。
○平成23年度予算については、新基準の方向性を踏ま
え、緊要性に乏しい事業等を見直し、必要最小限の事業
を計上した。
○今後、新規事業については、あらかじめ新基準に適合
することを確認した上で事業に着手することとしている。
○リスク管理、事業中止の判断等についても平成22年度
内に新基準と併せて上記第三者委員会にて検討を行っ
た。
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【講ずべき措置】
　賃貸事業用事務所等施設等の処分（保有資産の見直
し）
【平成22年度における取組状況】
　（賃貸事業用事務所等施設）
○処分計画の着実な実施を図り、平成22年度は1件（床
面積1,200㎡）について公募手続きを行ったが、入札の不
調により処分に至らなかった。今後も不動産市況を勘案
しつつ、計画・条件に従って売却を進める。
　（居住環境整備賃貸敷地（民間供給支援型を除く））
○平成20年度に策定した借地人から買受けの申し出が
あった場合の調整・判断基準に基づき売却に努めてい
る。
　（分譲住宅団地内賃貸施設）
○分譲住宅団地内賃貸施設については、処分計画の着
実な実施を図り、１物件（延床面積約315㎡）の譲受人の
公募を開始した。
　 なお、別の１物件（延床面積448㎡）については、敷地
の状況や公法上の利用制限等に鑑み、隣接する分譲住
宅団地管理組合に時価で買取りを打診したが、現段階で
買取りはできない旨の回答があったため、当分の間機構
で保有することとした。

　現在の厳しい市場環境もあり、各施設の処分に着手しているものの現
時点では予想通りに処分が進んでいるとは言えない。引き続き、再編計
画、処分計画を踏まえ、経済合理性を考慮の上、金融・不動産市況を見
極め、着実に処分を推進していく必要がある。

【講ずべき措置】
職員宿舎の集約化等（職員宿舎の見直し）

　再編計画に基づき、順次適切に廃止・処分が行われている。
今後も 業務の進捗状況 入居状況等を勘案しながら適切な見直しを職員宿舎の集約化等（職員宿舎の見直し）

【平成22年度における取組状況】
○業務の進捗状況、入居状況等を勘案しながら集約化
や売却を進めており、平成22年度については５物件（土
地面積約12,400㎡）を処分した。

今後も、業務の進捗状況、入居状況等を勘案しながら適切な見直しを
図っていく必要がある。
　ただし、未だ宿舎の保有数は多いのではないかと考えられることから、
国民の理解が得られるよう、不要なものについては早期に廃止・処分手
続きを進めていく必要がある。
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【講ずべき措置】
　取引関係の見直し（一般競争入札の拡大及び一者応
札の改善）
【平成22年度における取組状況】
○ 「随意契約等見直し計画」を着実に実施し、競争性の
ない随意契約について平成20年度に866億円あったもの
を平成22年度において384億円まで削減した。
○ 随意契約については、随意契約等見直し計画に基づ
き、随意契約によることが真にやむを得ないもの及び過
去に締結した協定等に基づき随意契約によらざるを得な
いものを除き、原則として平成22年度をもって随意契約を
完了し、一般競争入札等に移行した。
○ 一般競争入札等の実施に当たっては、一者応札・一
者応募となる恐れがある契約については、より一層の競
争性を確保するため、その推測される要因を踏まえ、情
報提供の拡充、公告等期間の十分な確保、応募要件の
緩和、仕様書の充実、業務準備期間の確保及び再公募
の実施など可能な限り改善方策を実施した。
○平成23年度についても、一者応札・一者応募となる恐
れがある契約については、上記の改善方策を引続き実
施している。

　競争性のない随意契約額を着実に減少させていることに加え、原則とし
て平成２２年度に随意契約を終了させることとするなど、講ずべき措置に
対する取組みを適切に行ったと認められる。
　平成２３年度以降については、真にやむを得ないもの等を除いて、一般
競争入札等に移行しているものと考えるが、一者応札・一者応募となるお
それがある契約について、引き続き適切な改善方策が講じられているこ
とを、契約監視委員会などを通じて確認するなど、より一層の競争性の確
保に向け不断の取組みを行っていく必要がある。
　さらに、一者応札・一者応募の場合に実施している再公募についても、
その結果が競争的になっているのかの確認を契約監視委員会において
しっかり行う必要がある。なお、競争化を図った業務については、適正な
業務の質を確保するため、事業者の業務実績を的確に評価し、必要に応
じて、その結果を仕様書等に反映していく取組みを継続的に行っていくこ
とが重要である。

【講ずべき措置】
　人件費等の見直し（ラスパイレス指数の低減）
【平成22年度における取組状況】
○職員給与については、新たな給与体系（年功的な給与
上昇を抑制し、職務・職責に応じた給与体系）の継続的な
運用を進めるとともに、業務の見直しとあわせて組織の
スリム化を進め、管理職数を削減すること等により、給与
水準の適正化が図られているが、「独立行政法人の役職
員の給与等の水準（平成２２年度）」の対国家公務員指
数については、年齢・地域・学歴を勘案した実質的な指
数は１１２．４（平成２１年度：１１３．０）と漸減しているもの
の、依然として国家公務員と比べ給与水準は上回ってい
る。

　ラスパイレス指数については、国家公務員の水準を大きく上回っている
ため、機構が講ずる措置を着実に実施することに加え、手当を含めた役
職員給与の在り方について厳しく検証した上で、国民の理解と納得が得
られるよう更なる改善に抜本的に取り組む必要がある。
　なお、機構が行うまちづくり事業等は、職員一人ひとりの経験や能力を
最大限に活かし実施していく必要があり、職員のインセンティブを確保し、
組織の活性化を図るためには、職務・職責に応じた給与体系の更なる徹
底に取り組む必要がある。
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【講ずべき措置】
　組織体制の整備（外部評価の適切な反映）
【平成22年度における取組状況】
○事業の効率性及び事業実施過程の透明性の一層の
向上を図るため、第三者委員会として「事業評価監視委
員会」を設置し、機構の事業に外部評価を反映させてい
る。

　都市再生事業実施基準の見直しなど事業評価監視委員会による外部
評価が適切に機構の事業に反映されている。

②
【講ずべき措置】
　市場家賃部分の民間への移行、高齢者・低所得者向け
住宅の自治体又は国への移行（賃貸住宅事業）
【平成22年度における取組状況】
○平成22年度においては、新たに5,720戸の再編に着手
するとともに、3,357戸のストックを削減した。また、27.3ha
の整備敷地について公的な利用のほか、民間への譲渡
等を行った。
○現在、工程表に基づき以下の取組みを行っている。
　・　都心部の高額家賃物件の譲渡等について、今年度
中に公募・入札等手続きを実施すべく、対象物件の選定
や基本的な実施方法等についての対応方針を検討中。
　・　地方公共団体との協議については、昨年度から実施
している借上公営住宅の存する地方公共団体を含めて、
今年度中に団地の存するすべての地方公共団体と行う
こととしている。

　平成２２年度において、年度計画に定めたストック再編着手、ストック削
減の目標が着実に実施されていることは評価できる。
　引き続き、「ＵＲ賃貸住宅ストック再生・再編方針」に係る取組を着実に
推進するとともに、「独立行政法人都市再生機構の改革に係る工程表」
に基づく取組を着実に実施されたい。

　高額家賃物件については、機構が自立的に持続可能な活動を行う基幹
となっている賃貸住宅部門の中でも収益性の高い優良物件であり、ＵＲ
賃貸住宅ひいては機構全体の経営を支えていることを考えるとこれを民
間に譲渡等することについての可否は慎重に判断すべきであり、譲渡等
を行うに当たっても、譲渡価格の設定等においてしっかりとした試算を行
う必要がある。

こととしている。
○賃貸住宅の現地管理業務については、平成22年度に
総合評価方式による一般競争入札を実施した。
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【講ずべき措置】
　土地の供給・処分完了に向けた取組を推進（ニュータウ
ン事業）
【平成22年度における取組状況】
○平成22年度は288haの土地の供給・処分を行った。引
き続き、残り2,800haの土地について、供給・処分完了に
向けた取組みを進める。
　 具体的には、事業計画の見直し等による効率的な工
事執行、民間事業者との連携強化、企業等の多様な
ニーズに対応した販売方法の工夫及びまちの魅力向上
等を行っている。

　２年連続年度計画の目標値を下回っていることから、中期目標の達成
に向けて、供給、処分をさらに促進する必要がある。

【講ずべき措置】
業務完了に向けた取組を推進（特定公園施設業務）
【平成22年度における取組状況】
○平成22年度までに、３箇所の国営公園における業務を
完了した。引き続き残る13箇所の国営公園において、公
園管理者との調整 施設譲渡等を着実に行い 業務完了

　平成３０年度までの業務完了に向け、着実に取組みを行っていると評価
できる。

園管理者との調整、施設譲渡等を着実に行い、業務完了
に向けた取組を進める。

【講ずべき措置】
保有資産の見直し（本社及び新宿アイランドタワー及び
研修センター）
【平成22年度における取組状況】
（本社及び新宿アイランドタワー）
○ リースバックでの対応に加え、コスト削減の観点から
移転を前提とした処分についても検討に着手している。
　（研修センター）
○ 平成23年度中に、処分に向けた公募を開始すべく、募
集条件等の検討に着手している。

　平成２３年度以降の実施に向け、適切に対応を進めていると認められ
る。
　不動産市況等の状況が整い次第、できるだけ速やかに処分等がなされ
ることを期待する。
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【講ずべき措置】
　関連法人の利益剰余金等の国庫納付等、関係法人の
整理統廃合（取引関係の見直し）
【平成22年度における取組状況】
　（関係法人の利益剰余金等の国庫納付等）
○関係会社の利益剰余金については、まずは機構に返
納することとし、「独立行政法人都市再生機構の関係会
社における利益剰余金の取扱いに関するワーキンググ
ループ」において、報告書が取りまとめられた。今後は、
同報告書に基づき、機構への利益剰余金の返納に対す
る同意を得るべく、関係会社の株主等と協議を行う。
○その上で、国費の負担軽減に資するための措置につ
いては、行政刷新会議において整理することとされてい
る各独立行政法人に共通する考え方を踏まえ、適切に対
応する。
　（関係法人の整理統廃合）
○工程表に基づき、関係会社の利益剰余金の返納に向
けた関係会社株主等との協議の状況等を踏まえ、平成
23年度中に「関係会社の整理合理化方針」を策定すべ
く、準備を進めている。
○機構から関係法人への再就職のあっせんについて
は、引き続き行わない。

　平成２３年度から利益剰余金の返納に向けて関係会社の株主等との協
議をねばり強く行っていく必要がある。
　また、平成２３年度中に策定する「関係会社の整理・合理化方針」につ
いては、これを実行することにより機構の事務・事業の透明化、効率化が
図られるものとなることが望まれる。
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①
【該当無し】

－

②
【該当無し】

－

○保有資産の管理・運用等
　政独委からの平成２１年度業務実績評価におけ
る指摘事項において指摘がなされた施設等につい
て、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本
方針」で示された廃止、国庫納付、共用化等の方
針に沿った法人における取組（鉄道・運輸機構、
水資源機構：職員宿舎、国際観光振興機構：海
外事務所）

【該当無し】

－

○財務状況
①法人又は特定の勘定で、年度末現在に100億
円以上の利益剰余金を計上している場合、その規
模の適切性（当該利益剰余金が事務・事業の内
容等に比し過大なものとなっていないか）

②運営費交付金が未執行となった場合、その理
由及び業務運営との関係（業務運営に影響を及
ぼしていないか等）
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○人件費管理
①法人の給与水準自体が社会的な理解の得られ
るものとなっているか。

②国家公務員と比べて給与水準が高い場合、そ
の理由及び講ずる措置（法人の設定する目標水
準を含む）についての法人の説明が、国民に対し
て納得の得られるものとなっているか。

③国の財政支出割合の大きい法人及び累積欠損
金のある法人について、国の財政支出規模や累
積欠損の状況を踏まえた給与水準の適切性に関
する法人の検証状況。

④総人件費改革についての取組の状況（併せて、
給与水準又はラスパイレス指数が上昇している場
合には、その理由）

⑤「独立行政法人の法定外福利厚生費の見直し
について」（平成２２年５月６日総務省行政管理局
長通知）の内容（ⅰ）法人の互助組織への支出の
廃止、ⅱ）食事補助の支出の廃止、ⅲ）国や他法
人で支出されていないものと同様の支出の原則廃
止）が守られているか。

①-③
　ⅰ）給与水準について、当機構の対国家公務員指数
　　（ラスパイレス指数）は、これまでの様々な取組（給与
　　構造改革の実施、特別手当の支給月数等の引下げ
　　等）により漸減しているところである。
　ⅱ）国に比べ給与水準が上回っている理由（平成22年
　　度：118.3）は、勤務地（大都市）や、職員の学歴構成
　　（大卒者以上が多い）等による違いがあり、この違い
　　を総合的に調整すると、平成22年度：112.4（地域・学
　　歴勘案）となる。
　ⅲ）勤務地、学歴構成等以外にも、国家公務員と比較し
　　て扶養手当の支給対象者の割合が高いこと、職員数
　　削減のため職員の新規採用を抑制してきた結果、役
　　職手当の受給者割合が高くなっていること等の要因
　　がある。
　ⅳ）さらに、当機構は、都市再生等の業務を適切かつ円
　　滑に推進するためには、密集市街地整備や区画整理
　　等の事業手法、あるいは関連法令等に関する高度で
　　専門的な知識が求められるなど、専門性の高い優れ
　　た人材を継続的に確保し定着させていく必要性がある
　　ことを考慮する必要がある。
　ⅴ）職員給与については、平成19年４月１日に実施した
　　給与構造改革による見直しを通じて転換した新たな給
　　与体系の継続的な運用、業務の見直しとあわせた組

　ラスパイレス指数については、国家公務員の水準を大きく上回っている
ため、機構が講ずる措置を着実に実施することに加え、手当を含めた役
職員給与の在り方について厳しく検証した上で、国民の理解と納得が得
られるよう更なる改善に抜本的に取り組む必要がある。
　なお、機構が行うまちづくり事業等は、職員一人ひとりの経験や能力を
最大限に活かし実施していく必要があり、職員のインセンティブを確保し、
組織の活性化を図るためには、職務・職責に応じた給与体系の更なる徹
底に取り組む必要がある。

　　織のスリム化・管理職数の削減等の取組みを着実に
     実施し、給与水準の適正化を図ることとしている。
　ⅵ）平成22年度においては、国の給与改定の動向を参
　　考としつつ、職務・職責に応じた給与体系を目指す考
　　え方を基本として給与改定を行い、併せて国と同様に
　　55歳を超える職員に係る給与の一定率の減額を行
　　い、国との年齢別分布の相違から、結果的に全体で
　　国を上回る引下げを行ったところであるが、次年度以
　　降においても、国の動向を参考としつつ、22年度と同
　　様の考え方を基本として取り組んでいく。
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④
　総人件費改革の取組みについて、当機構は「人員削
減」を選択し、平成18年度から５年間で５％削減を達成す
ることとしている。
　平成22年度末における常勤職員数は3,772人（役員を
含めると3,785人）であり、平成17年度末常勤職員数4,310
人（同 4,326人）と比較し、約12.5％削減を達成した。

　目標を大幅に上回る人員削減を行っており、評価できる。

⑤
　福利厚生費について、これまでレクリエーション経費及
び食事補助の廃止や互助組織への支出の削減を実施し
てきたが、「独立行政法人の法定外福利厚生費の見直し
について」（平成22年５月６日総務省行政管理局長通知）
の内容（ⅰ）法人の互助組織への支出の廃止、ⅱ）食事
補助の支出の廃止、ⅲ）国や他法人で支出されていない
ものと同様の支出の原則廃止）を踏まえ、平成22年度か
ら互助組織に対する支出を廃止した。

　既に通知に基づき、適切な対応が図られている。

①平成22年度においては、競争性のない随意契約につ
いて金額ベースで平成20年度866億円あったものを384
億円まで削減した。
　件数については、平成20年度1,757件あったものが
2,104件と増加しているが、これについては、関係法人が
発注していたリニューアル工事（平成22年４月～９月分

　やむを得ず随意契約によらざるを得ない場合も存在し、また、公共料金
など契約の相手方に選択の余地がない場合は随意契約によることもや
むを得ないが、市場環境により競争原理が働くようになった場合には、競
争化すべきであると契約監視委員会において指摘されたところであり、今
後指摘どおりの取組みがなされることを期待する。

○契約
①随意契約見直し計画における競争性のない随
意契約の削減目標（件数）の達成状況

②随意契約による契約において再委託割合（金
額）が５０％以上の案件がないか 発注していたリニュ アル工事（平成22年４月 ９月分

864件）を機構発注に切り替えた（平成21年６月以降）た
めであり、同工事については、既に平成22年10月より競
争入札（総合評価方式）へ移行済である。
≪競争性のない随意契約≫(件、億円）

　　　　　　平成20年度　　　平成22年度　　　　　計画

　件数　　　　1,757                 2,104　　　　　　　　641

　金額　　　　  866                    384　　　　　　 　 137

額）が５０％以上の案件がないか。

③１者応札の割合（件数）が５０％以上又は前年
度より増加となっていないか。

（注）契約監視委員会における審議を踏まえて評
価して差し支えない。
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② 随意契約による契約において再委託割合が50％以上
の案件は13件ある。
　再委託については、指定様式による再委託届の提出に
より事前審査を実施しており、その承諾の基準について
は、金額ではなく内容によることとしている。
　再委託割合が50％以上になっているものは、再委託を
認めない「業務の主たる部分」以外に、再委託を認める
「専門性を必要とする業務」の金額が高かったためであ
る。

　平成２３年度以降は、真にやむを得ないものを除いて一般競争入札等
に移行することとなるが、再委託割合が５０％以上となる案件について
は、発注の方法を再検討する必要がある。

③一者応札の割合については、５０％を大きく下回ってい
るとともに、前年度と比較して減少している。
平成21年度一者応札等実績506件/5,062（10.0％）
平成22年度一者応札等実績486件/6,242（7.8％）

　一者応札となったものの分析をし、考えられる要因を踏まえ、改善方策
を実施したことから、一者応札件数に多少の減少が見られた。
　しかし、未だ件数は多いことから、引き続き、適切な改善方策を実施す
ることにより一者応札の割合の減少に努める必要がある。

①
ⅰ）理事長自らが、重要事項の審議や報告を行うための
定例会議や経営方針を審議する会議の場で、役員や幹
部職員と意識の共有を図りつつ、直接指示等を行える体
制を整備している。
ⅱ）理事長が、上記会議や研修等において、法人のミッ
ションについて、役員や幹部職員に直接指示や方針を伝
えた。また、理事長の挨拶等において、業務方針等を直
接役職員等に対して伝え、併せて、その内容をＨＰやイン
トラに掲載することにより 役職員に周知徹底している。

　理事長自らがリーダーシップを発揮する場として定例会議等が設けら
れ、審議や報告がなされているとともに、役職員に対して法人のミッション
を伝える方法にも工夫がみられ、法人のミッションについて役職員への周
知徹底が図られている。
　引き続き、法人の長のマネジメントの一つとして、理事長自ら内部統制
の強化に努めることを期待する。

○内部統制
①法人の長は、組織にとって重要な情報等につい
て適時的確に把握するとともに法人のミッション等
を役職員に周知徹底しているか。

②法人のミッションや中期目標の達成を阻害する
要因（リスク）の洗い出しを行い、組織全体として取
組むべき重要なリスクの把握・対応を行っている
か。その際、目標・計画の未達成項目（業務）につ
いての未達成要因の把握・分析・対応等に着目し トラに掲載することにより、役職員に周知徹底している。

②
　政策実施機関であるという特性を踏まえつつ、事業ごと
のリスクを意識しながら、リスクマネジメントに取り組んで
いる。また、コンプライアンスやＣＳなどについては、担当
チームを設置し、取り組むべき事項について対応してい
る。
さらに事業については、事業監理を専掌する室を設置し
取り組んでいるほか、事業評価監視委員会等で審議を行
う体制をとっている。

　内部統制を推進するチームを設置し、現状を把握した上で役員に報告
するほか、基本方針の策定など内部統制の充実・強化について検討され
ている。
　さらに監事監査において、ガバナンス等についての監査が行われ、関
係役員へ担当個所ごとに改善点等が報告されたほか、全役員に対しても
共通する改善点等が報告され、意見交換を行った上で監事監査報告書
が提出されている。
　引き続き、組織全体として内部統制の充実・強化を図るとともに、監事
監査の報告を受けた対応について、明らかにすることが望まれる。

③
【該当無し】

－

○内部統制
③政独委からの平成２１年度業務実績評価にお
ける指摘事項において、評価結果において言及さ
れていないとされている内部統制事項に関する取
組、評価（自動車事故対策機構１事項、空港周辺
整備機構４事項、高速道路機構３事項）

④内部統制の充実・強化に向けた法人における積
極的な 組（あれば記載）

いての未達成要因の把握 分析 対応等に着目し
ているか。
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④
　内部統制を担当するチームを設置しており、通常業務
において、必要に応じて現状を把握しているほか、当該
チームが中心となって、独立行政法人に求められる内部
統制の検討内容を踏まえつつ、基本方針の策定等、内
部統制の充実・強化を検討している。

　内部統制に係る体制の充実を図っており、内部統制の強化に重点を置
いていることは評価できる。
　検討の結果が得られ次第、更なる内部統制の充実・強化が図られるこ
とを期待する。

①
　機構本体のスリム化を図りつつ、業務の効率化、居住
者サービス等の質を確保するため、これまで随意契約
（本来機構職員が自ら実施すべき業務に限定）により関
係法人にアウトソーシングしてきた業務を抜本的に見直
し、「随意契約見直し計画」において関係法人との競争性
のない随意契約を含め、原則すべて一般競争入札等へ
移行することとしており、平成20年度からその取組を実施
している。
　加えて、監事及び外部有識者で構成する「契約監視委
員会」における競争性のない随意契約や一般競争入札
等で一者応札等となった契約についての点検結果を踏ま
え、新たな「随意契約等見直し計画」を平成２２年６月に
策定し、これまでの「随意契約見直し計画」において競争
性のない随意契約について、平成25年度までかかるとし
ていた競争性のある契約への移行を平成22年度中に前

　随意契約については、随意契約等見直し計画に基づき、随意契約によ
ることが真にやむを得ないもの及び過去に締結した協定等に基づき随意
契約によらざるを得ないものを除き、平成２２年度をもって随意契約を完
了し、一般競争入札等に移行するなど更なる随意契約の見直しを行った
結果、平成２０年度には４４６億円あった関係法人との随意契約を１９９億
円まで削減した。
　平成２３年度以降は原則として随意契約は行われないものとされている
が、引き続き、競争性のある適正な契約がなされているかどうか、確認し
ていく必要がある。

極的な取組（あれば記載）

○関連法人
①委託先における財務内容を踏まえた上での業
務委託の必要性、契約金額の妥当性等

②出資目的の達成度、出資先の経営状況を踏ま
えた上での出資を継続する必要性

倒しすることとした。
なお、見直しの進捗状況については、平成20年度（随意
契約等見直し計画策定時）446億円を平成22年度におい
て199億円にまで削減している。

②
　第一期中期計画において、「機構以外の株主である地
方公共団体等の理解を得つつ、出資目的を達成した会
社の株式売却や経営合理化の観点からの統合等を推進
し、中期目標期間（平成20年度）期末までに平成13年度
の58社から約半数の30社程度に整理する」ことを定め、
期末時点で関係会社は28社となった。
　また、第二期中期計画においても、関係会社の整理合
理化に引き続き努める旨を定めており、平成22年度末現
在で26社となっている。

　関係会社については、機構の組織形態の見直しに係る検討結果を踏ま
えつつ、各関係会社の業務内容に応じて、資本関係の整理を含め、整
理・統合に向けた検討を行う必要がある。
　また、平成２３年度中に策定する「関係会社の整理・合理化方針」につ
いては、これを実行することにより機構の事務・事業の透明化、効率化が
図られるものとなることが望まれる。
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○業務改善のための役職員のイニシアティブ等
　法人の業務改善のための具体的なイニシアティ
ブ（あれば記載）

以下のような取組により、業務改善を図っている。
ⅰ）国民のニーズを把握して、業務改善を図る取組を促
すアプローチ
・民間事業者による都市の再生の条件整備を図るため、
都市再生パートナーシップ協議会などを通じて民間事業
者への情報提供を行いつつ、そのニーズ・意向等の把握
に努めている。
・UR賃貸住宅の空家への新規入居者、新規のＵＲ賃貸
住宅への応募者及びＵＲ賃貸住宅からの退去者を対象
としたアンケート調査をそれぞれ実施し、これらの調査結
果を業務実施の参考としている。
ⅱ）法人における職員の積極的な貢献を促すための　取
組を促すアプローチ
・機構の理念に即した人材の育成のため、CS向上実践
セミナー、コンプライアンス研修などの意識改革に係る研
修を実施するとともに、都市再生若手職員研修、財務・経
営分析セミナーなどを開催し、都市再生業務や経営・財
務等を含む総合的な知識・能力の醸成並びに専門的技
術力及びノウハウの養成を図った。また、宅地建物取引
主任者、マンション管理士・管理業務主任者受験対策セ
ミナーなどを開催し、公的資格等の取得促進を行った。

　戦略的に業務改善を促進するシステムが構築されており、評価できる。
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①
　当機構については、「平成20年度決算検査報告」にお
ける指摘事項を踏まえた、契約事務の適正化についての
評価が行われていないとの政独委個別意見があった。
　同決算検査報告に対しては以下の通り適切に対応して
いる。
【指摘事項】
ⅰ）消防用設備点検等業務の委託費の積算に当たり、一
般管理費等率の適用を誤っていたため、契約額が割高と
なっている。
ⅱ）共同聴視施設維持管理業務に係る契約について、電
気料等の年間支払回数等を過大に算出して委託料を算
定していたため、委託料の支払額が過大となっている。
【対応状況】
ⅰ）消防用設備点検等業務について、受託者に対して委
託料の返還協議を行い、過大に支払われていた委託料
については、平成21年８月に返還を受けた。
　また、各支社等に対し、委託費の算定内容の検査、確
認を十分に行うよう指導を行い、再発防止、適正な執行
に万全を期するよう周知徹底を図った。
ⅱ）共同聴視施設維持管理業務については、受託者に対
して委託料の返還協議を行い、過大に支払われていた委
託料については、平成21年８月に返還を受けた。
　また、各支社等に対し、委託料の算定内容の検査、確

　指摘事項に関する改善措置については、適切な対応がなされている。
　また本件を受け、委託料の算定内容の検査、確認を十分行うことを指
導を行い、適正な執行万全を期するよう周知徹底をはかるなど、再発防
止の取組みを行っている。
　引き続き、契約事務の適正化のための取組みを進めることを期待す
る。

○個別法人
①政独委からの平成２１年度業務実績評価にお
ける指摘事項において個別意見があった事項（６
法人７事項）への対応状況（当該法人のみ）

②政独委から発出された勧告の方向性で２２年度
において（２２年度までにを含む）取り組むこととさ
れている事項についての取組状況（空港周辺整備
機構）

③平成２１年度決算検査報告において「不当事
項」又は「意見を表示し又は措置を要求した事項」
として指摘された事項がある場合、当該事項が業
務実績評価に及ぼす影響並びに是正措置及び再
発防止のための取組の状況（都市再生機構）

認を十分に行うよう指導を行い、再発防止、適正な執行
に万全を期するよう周知徹底を図った。

②
【該当無し】

－
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③
　平成２２年１０月に公表された平成２１年度決算検査報
告において「意見を表示」された事項については、以下の
通り適切に対応している。
【意見を表示された事項】
　JS（日本総合住生活株式会社）の駐車場事業の経営及
びその資産を承継することにより駐車場と賃貸住宅を一
体的に管理して事業の一層の効率化を図るとともに、JS
に対する投資の利益を回収して事業運営に資するよう意
見を表示する。
【対応状況】
　UR賃貸住宅団地内の駐車場事業については、平成２４
年３月末を目途に機構がJSからこれを引き継ぎ、以降は
機構において管理運営を行う予定であることを、平成２２
年６月に公表した。 会計検査院の指摘の趣旨を踏まえ、
機構以外のJSの株主の意向等に配慮しつつ事業を引き
継ぐこととし、これに向けた準備を進めているところであ
る。

　平成２２年６月に機構がJSの業務を引き継ぐことを公表したことは評価
できる。
　今後、円滑に事業の引き継ぎが行われることにより、指摘に沿った対応
が行われることを期待する。
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